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年次報告書にあたって 
 
 
平成 28年５月に開催された伊勢志摩サミットにおいて「女性の活躍」が主要議題の一

つとして議論されたことを受け、県では同年９月に「あらゆる分野における女性の活躍」
をテーマに「Women in Innovation Summit（WIT）2016」を開催し、三重県からムーブメ
ントを起こし、女性活躍推進のアクセルを踏むことを宣言しました。 
 
国では、政府の基本方針において「『一億総活躍』社会の実現」が掲げられており、そ

の中核に女性活躍が位置づけられ、一人ひとりの女性が自らの希望に応じて活躍できる
社会づくりが進められています。 
平成 27 年８月に「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（女性活躍推進

法）が成立するとともに、同年12月には「第４次男女共同参画基本計画」が閣議決定さ
れ、「あらゆる分野における女性の活躍」に重点が置かれるなど、男女共同参画社会の実
現に向けた取組は新たな段階に入っています。 
 
これを受け、県では平成29年３月に「第２次三重県男女共同参画基本計画（改定版）」

を策定し、新たに「女性活躍推進法」の推進計画としても位置づけるとともに、当該計
画を着実に推進するため、同年６月に「第２次三重県男女共同参画基本計画第二期実施
計画」を改訂したところです。  

また、伊勢志摩サミット開催の成果等をふまえた「伊勢志摩サミット三重県民宣言」

を受け、県では、県民一人ひとりが自分とは違うことを価値と認め合い、性別や年齢、

障がいの有無、国籍等に関わらず、誰もが希望をもって挑戦、活躍できる「ダイバーシ

ティ社会」の実現をめざしていきます。 
 

この年次報告書を通じて、県民の皆さんが男女共同参画や女性活躍における県の施策

の現状や課題について理解を深めていただくとともに、家庭や地域、職場等における日

頃の生活を見つめ直し、新たな行動へとつながることを願っています。 

三重県における女性活躍推進のムーブメントをさらに加速させるとともに、性別に関

わらず、自立した個人としてその個性と能力を十分に発揮できる機会が確保され、それ

ぞれに多様な生き方が認められる男女共同参画社会の実現に向け、さまざまな取組を進

めてまいりますので、今後ともご協力をよろしくお願いします。 

 
 

平成29年９月 

 

三重県知事  鈴木 英敬 
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一 県の自己評価  

 
施策 212 あらゆる分野における女性活躍の推進          1  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 28 年度の県民指標と活動指標の実績値、予算額等、取組概要と成果、

残された課題などを掲載しています。 
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二 県の男女共同参画推進の体系 

 
１   第２次三重県男女共同参画基本計画の体系         5                            

 
２  第二期実施計画における第２次基本計画の重点事項の推進 

について                                 6 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 
 
 



(目標）

１ 県の審議会等委員への女性登用

２ 県における女性職員等の登用

３ 市町への働きかけ

４ 事業者等への働きかけ

５ 地域における男女共同参画への取組支援

６ ポジティブ・アクションの普及と女性の社会参画への支援

１ 男女共同参画について県民の理解を深めるための広報・啓発の充実

２ 学校等における男女共同参画教育の推進

３ 生涯を通じた学習機会の充実

４ 事業者等に対する広報・啓発の充実

５ メディアへの対応

６ 国際的な動きへの対応と活動支援

１ 雇用の場における男女共同参画意識の普及

２ 男女の均等な機会と待遇の確保の推進

３ 男女共同参画の視点に立った能力開発および能力発揮に対する支援

４ 雇用環境の整備や再就職への支援

５ 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の普及と働き方の

見直しの促進

１ 方針決定の場への男女共同参画の推進

２ 経営能力や技術の向上支援

３ 家族的経営における働きの評価と就業環境の整備

４ 起業家等に対する支援

 

１ 家庭、地域、職場におけるバランスのとれた生活への支援

２ 多様なニーズに対応した子育て支援

３ 介護を支援する環境の整備

４ 地域活動における男女共同参画の促進

１ 生涯にわたる健康の管理・保持・増進の支援

２ 性と生殖に関する健康支援の充実

３ 自立のための生活支援

１ 関係機関の連携による支援体制等の整備
２ ドメスティック・バイオレンス対策の推進
３ セクシュアル・ハラスメント対策の推進

４ 性犯罪、売買春、ストーカー対策等の推進

１ 県の推進体制の充実と率先実行

２ 男女共同参画に関する実施計画の策定および施策評価の実施

３ 男女共同参画に関する調査・研究、情報の収集と提供

４ 男女共同参画に関する相談・苦情への対応

５ 市町との協働

６ 県民、ＮＰＯ、各種団体、事業者、教育・研究機関等との連携

７ 男女共同参画センター「フレンテみえ」の機能の充実

８ 社会参画への支援の推進

※平成29年度以降は「第２次三重県男女共同参画基本計画（改定版）により施策を推進

１ 第２次三重県男女共同参画基本計画の体系 〔平成23(2011)年度～平成32(2020)年度〕

Ⅲ－Ⅰ 雇用等の分野に
おける男女共同参
画の推進

(基本施策）

Ⅴ－Ⅰ 生涯を通じた男
女の健康と生活の
支援Ⅴ 心身の

健康支援
と性別に
基づく暴
力等への
取組

男

女

共

同

参

画

社

会

の

実

現

Ⅰ 政策・方針決定過程への男女共同
参画の推進

Ⅱ 男女共同参画に関する意識の普及と
  教育の推進

計画の推進

(施策の方向）

Ⅴ－Ⅱ 男女共同参画を
阻害する暴力等へ
の取組

Ⅲ－Ⅱ 農林水産業、商
工業等の自営業に
おける男女共同参
画の推進

Ⅲ 働く場
における
男女共同
参画の推
進

Ⅳ 家庭・地域における男女共同参画
の推進
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三 三重県における男女共同参画の現状 

 
１   三重県における現状と課題                9 

 
２   三重県における男女共同参画に関する意識             16 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 
 
 





Ⅱ 男女共同参画に関する意識の普及と教育の推進
①意識の普及
平成

において
ている」
事の
理（
前回の

妻がしている」の割合が前回調査よりも低く
割合が高 な

ら、引き続き、啓発を推進していく必要があります。
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

②教育の推進
県内の公立の各幼稚園、小学校、中学校、高等学校、特別支援学校においては、

平成
16 年度の
女共同参画の視点を位置づけた
96.7%
  今後とも、学校だけでなく、家庭や地域、職場等において、男女共同参画の意識
の普及に向けた教育や啓発を実施していくことが必要です。

男女共同参画に関する意識の普及と教育の推進
①意識の普及 
平成 27年度
おいて、家庭における男女の役割分担について尋ねたところ、「ほとんど妻がし

ている」と「妻が中心だが夫も手伝う」を併せた割合は、
事の後片付け（
（76.3%）などで
前回の調査（平成

妻がしている」の割合が前回調査よりも低く
割合が高くなっています。女性の負担軽減が徐々に進んでいると考えられるものの、
家庭における家事の
ら、引き続き、啓発を推進していく必要があります。
 

教育の推進 
県内の公立の各幼稚園、小学校、中学校、高等学校、特別支援学校においては、

平成 16 年度から男女共同参画に関する校内研修を実施して
年度の 53.

女共同参画の視点を位置づけた
96.7%に増加し

今後とも、学校だけでなく、家庭や地域、職場等において、男女共同参画の意識
の普及に向けた教育や啓発を実施していくことが必要です。

 
度 実 参

と「妻が中心だが夫も手伝う」を併せた割合は
（83.4%）
などで

調査（平成 21
い

減 る
家庭における家事の

続

 
稚園

年度から男女共同参画に関する校内研修を実施して
53.2%

画
に増加し
後 で

の普及に向けた教育や啓 を実施していくことが必要です。

男女共同参画に関する意識の普及と教育の推進

に県が実施した「男女共同参画に関する県民意識と生活基礎調査」
家庭における男女の役割分担について尋ねたところ、「ほとんど妻がし

と「妻が中心だが夫も手伝う」を併せた割合は、
、家の掃除

高くなっています。
年度実施）と比較すると、全ての分野について「ほとんど

妻がしている」の割合が前回調査よりも低く
っています。女性の負担軽減が徐々に進んでいると考えられるものの、

役割分担は主に女性が
ら、引き続き、啓発を推進していく必要があります。

県内の公立の各幼稚園、小学校、中学校、高等学校、特別支援学校においては、
年度から男女共同参画に関する校内研修を実施して

から平成 28 年度は
女共同参画の視点を位置づけた割合は、平成

ています。 
今後とも、学校だけでなく、家庭や地域、職場等において、男女共同参画の意識

の普及に向けた教育や啓発を実施していくことが必要です。

男女共同参画に関する意 の普及と教育の推

に県が実施した「男女共同参画に関する県民意識と生活基礎調査」
家庭における男女の役割分担について尋ねたところ、「ほとんど妻がし

と「妻が中心だが夫も手伝う」を併せた割合は、
（80.7%）、日常の買い物
ます。 

実施）と比較すると、全ての分野について「ほとんど
妻がしている」の割合が前回調査よりも低く

っています。女性の負担軽減が徐々に進んでいると考えられるものの、
主に女性が担う偏りのある現状が見られることか

ら、引き続き、啓発を推進していく必要があります

県内の公立の各幼稚園、小学校、中学校、高等学校、特別支援学校においては、
年度から男女共同参画に関する校内研修を実施して

年度は 76.2%に増加して
合は、平成

今後とも、学校だけでなく、家庭や地域、職場等において、男女共同参画の意識
の普及に向けた教育や啓発を実施していくことが必要です。

男女共同参画に関する意識の普及と教育の推進 

に県が実施した「男女共同参画に関する県民意識と生活基礎調査」
家庭における男女の役割分担について尋ねたところ、「ほとんど妻がし

と「妻が中心だが夫も手伝う」を併せた割合は、
、日常の買い物

実施）と比較すると、全ての分野について「ほとんど
妻がして る」の割合が前回調査よりも低くなり、「妻が中心だが夫も手伝う」の

っています。女性の負担軽減が徐々に進んでいると考えられるものの、
担う偏りのある現状が見られることか

ら、引き続き、啓発を推進していく必要があります。 

県内の公立の各幼稚園、小学校、中学校、高等学校、特別支援学校においては、
年度から男女共同参画に関する 内研修を実施して

に増加しています
合は、平成 16 年度の

今後とも、学校だけでなく、家庭や地域、職場等において、男女共同参画の意識
の普 に向けた教育や啓発を実施していくことが必要です。

※「男女共同参画に関する県民意識と生活基礎調査」から作成

に県が実施した「男女共同参画に関する県民意識と生活基礎調査」
家庭における男女の役割分担について尋 たところ、「ほとんど妻がし

と「妻が中心だが夫も手伝う」を併せた割合は、食事の支度
、日常の買い物（81.6%

実 ）と比較すると、全ての分野について ほとんど
、 妻が中心だが夫も手伝う」の

っています。女性の負担軽減が徐々に進んでいると考えられるもの 、
担う偏り ある現状が見られ ことか

 

県内の公立の各幼稚園、小学校、中学校、高等学校、特別支援学校においては、
年度から男女共同参画に関する校内研修を実施しており、その割合は

います。同様に、
年度の 76.0%から

今後とも、学校だけでなく、家庭や地域、職場等において、男女共同参画の意
の普及に向けた教育や啓発を実施していくことが必要です。 

※「男女共同参画に関する県民意識 生活基礎調査」から作成

に県が実施した「男女共同参画に関する県民意識と生活基礎調査」
家庭における男女の役割分担について尋ねたところ、「ほとんど妻がし

食事の支度（89.0%
81.6%）、日常の

実施）と比較すると、全ての分野について「ほとんど
、「妻が中心だが夫も手伝う」の

っています。女性の負担軽減が徐々に進んでいると考えられるものの、
担う偏りのある現状が見られることか

県内の公立の各幼稚園、小学校、中学校、高等学校、特別支援学校においては、
おり、その割合は
同様に、教科等に男
から平成 28

今後とも、学校だけでなく、家庭や地域、職場等において、男女共同参画の意識

※「男女共同参画に関する県民意識と生活基礎調査」から作成

 

に県が実施した「男女共同参画に関する県民意識と生活基礎調査」 
家庭における男女の役割分担について尋ねたところ、「ほとんど妻がし

89.0%）、食
日常の家計管

実施）と比較すると、全ての分野について「ほとんど
、「妻が中心だが夫も手伝う」の

っています。女性の負担軽減が徐々に進んでいると考えられるものの、
担う偏りのある現状が見られることか

県内の公立の各幼稚園、小学校、中学校、高等学校、特別支援学校においては、
おり、その割合は平成

教科等に男
28 年度は

今後とも、学校だけでなく、家庭や地域、職場等において、男女共同参画の意識

※「男女共同参画に関する県民意識と生活基礎調査」から作成 

10











 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

②性犯罪・性暴力への対策
性犯罪・性暴力被害者が心身の健康の回復を図る総合的な支援体制（ワンストッ

プ支援センター）として、「み
成 27
平成
今後も、被害者が安心して必要な相談や支援を受けることができるよう、関係機

関と連携して取組を進めることが必要です。
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

②性犯罪・性暴力への対策
性犯罪・性暴力被害者が心身の健康の回復を図る総合的な支援体制（ワンストッ

プ支援センター）として、「み
27年６月１日から開始し、相談・支援等を行っています。平成

平成 28年度は
今後も、被害者が安心して必要な相談や支援を受けることができるよう、関係機

関と連携して取組を進めることが必要です。

対
暴 健

年６ １日から開始し、相談・支援等を行っています。平成
年度は 328
、 害 な
し

②性犯罪・性暴力への対策 
性犯罪・性暴力被害者が心身の健康の回復を図る総合的な支援体制（ワンストッ

プ支援センター）として、「みえ性暴力被害者支援センター
年６月１日から開始し、相談・支援等を行っています。平成

件の相談が寄せられました。
今後も、被害者が安心して必要な相談や支援を受けることができるよう、関係機

関と連携して取組を進めることが必要です。

性犯罪・性暴力被害者が心身の健康の回復を図る総合的な支援体制（ワンストッ
え性暴力被害者支援センター

年６月１日から開始し、相談・支援等を行っています。平成
件の相談が せられました。

今後も、被害者が安心して必要な相談や支援を受けることができるよう、関係機
関と連携して取組を進めることが必要です。

性犯罪・性暴力被害者が心身の健康の回復を図る総合的な支援体制（ワンストッ
え性暴力被害者支援センター

年６月１日から開始し、相談・支援等 行っています。 成
件の相談が寄せられました。 

今後も、被害者が安心して必要な相談や支援を受けることができるよう、関係機
関と連携して取組を進めることが必要です。 

※「男女共同参画に関する県民意識と生活基礎調査」から作成

性犯罪・性暴力被害者が心身の健康の回復を図る総合的な支援体制（ワンスト
え性暴力被害者支援センター よりこ」の運営を平

年６月１日から開始し、相談・支援等を行っています。平成 27

今後も、被害者が安心して必要な相談や支援を受けることができるよう、関係

※「男女共同参画に関する県民意識と生活基礎調査」から作

性犯罪・性暴力被害者が心身の健康の回復を図る総合的な支援体制（ワンストッ
よりこ」の運営を平
27 年度は 262

今後も、被害者が安心して必要な相談や支援を受けることができるよう、関係機

※「男女共同参画に関する県民意識と生活基礎調査」から作成

 

性犯罪・性暴力被害者が心身の健康の回復を図る総合的な支援体制（ワンストッ
よりこ」の運営を平

262 件、

今後も、被害者が安心して必要な相談や支援を受けることができるよう、関係機

※「男女共同参画に関する県民意識と生活基礎調査」から作成 

15
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Ⅰ－１ Ⅰ－１

１ 県の審議会等委員への女性登用

事 業 平成28年度事業実施概要 担当課

審議会等における
女性委員の選任

・平成27年度に改正、平成28年４月１日から施行された「男女
共同参画の視点で進める三重県附属機関等への委員選任基本
要綱」に基づき、男女のいずれか一方の数が委員総数の十分
の四未満とならない構成をめざし、各部局へ働きかけを行っ
た。

男女のいずれか一方の数が委員総数の十分の四未満と
ならない割合：61.2%（平成28年４月１日現在）
(目標：平成32年４月１日までに全審議会等の66.7％を
 超える）
女性委員のいない附属機関：４機関
（目標：女性委員のいない附属機関については、その
解消を図る）

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

人材リストの提供 ・「アイリス人材リスト」を提供し、各部局における審議会等
への女性委員の選任を支援した。

人材登録者数：505名

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

Ⅰ 政策・方針決定過程への男女共同参画の推進
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Ⅰ－２ Ⅰ－２

２ 県における女性職員等の登用

事 業 平成28年度事業実施概要 担当課

女性活躍推進のた
めの特定事業主行
動計画に関する取
組

・女性職員活躍推進のための特定事業主行動計画に管理職への
女性職員登用率の目標を掲げるとともに、「女性登用の推
進」を人事異動方針の項目に掲げた。

管理職への女性職員登用率：9.4%
  本庁知事部局における管理職への女性職員登用率：9.2%

(平成28年４月時点、教員および警察職員を除く県職員)

総務部人事課

・「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」に基づ
き、女性の職業選択に資する情報の公表を行った。

・女性特有のライフイベントと仕事の調和を図りながら、キャ
リアを進める意識および手法を体得する研修を実施した。

開催日：平成28年９月26日（月）
参加者：23名

総務部職員研修セン
ター

・女性活躍推進の意義を理解するとともに、女性職員の活躍等
に向けて、職員がそれぞれの立場で積極的に役割を果たし、
人材育成や仕事と家庭の両立支援、女性活躍を応援する職場
風土づくりを進め、組織力が向上するよう、管理職員および
班長等の意識およびマネジメント能力の向上を図る研修を実
施した。

開催日：平成28年10月21日（金）
参加者：36名

・女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく三
重県警察における女性職員の活躍の推進に関する特定事業主
行動計画を策定し、全女性警察官に占める警部補以上の女性
警察官の割合（おおむね15％）と男性職員の配偶者出産休暇
および育児参加休暇の取得率（それぞれ65％以上、15％以
上）を目標として掲げ、三重県警察ホームページに掲載する
とともに、「女性の職業選択に資する情報」を公表した。

警察本部警務部警務
課

・女性警察官の勤務意欲および昇任意欲を更に向上させるとと
もに、女性職員と男性職員がともに働きやすい職場環境を構
築するため、職員の意識改革を図る目的で、警察本部におい
て「女性警察官等スキルアップ研修」を開催した。

開催日：平成28年10月19日（水）
参加者：女性職員50名、男性職員48名（計98名)
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Ⅰ－２ Ⅰ－２

事 業 平成28年度事業実施概要 担当課

次世代育成のため
の特定事業主行動
計画に関する取組

・労使協働委員会男女協働小委員会において、次世代育成支
援、女性職員の活躍推進等について意見交換を行った。

開催期間：平成28年９月～平成29年１月

総務部人事課

・次世代育成を支援する意識・風土を醸成するため、「男性の
子育て応援!研修」を開催した。

開催日：平成29年２月８日（水）
参加者：29名
講 師：濱内洋孝氏
（ＮＰＯ法人 ファザーリング･ジャパン東海支部)

・産育休取得者と所属長との育児参画計画書を活用した面談実
施について周知した。

・仕事と育児の高度な両立を実践する職員を応援する次世代育
成の風土を醸成するため、職員のこどもが親の職場を訪問す
る「こども参観」を実施した。

開催日：平成28年８月５日（金）
参加者：114名（こども72名、保護者42名）

・産育休取得により長期で職場を離れる職員への情報共有およ
び職場を離れることへの不安軽減のため、職員として知って
おきたい情報等を掲載したメールマガジンの配信を実施し
た。

女性教職員の登用 ・女性の職業生活における活躍の推進に関する法律にかかる特
定事業主行動計画に基づき、管理職に占める女性職員の割合
を高める方針を明確にし、取組の実施状況等について公表し
た。

教育委員会事務局教
職員課

・平成28年度小中学校教職員人事異動実施要領および県立学校
教職員人事異動実施要領の中に、引き続き「女性の積極的な
登用を図る」と記載するとともに、新たに教頭任用候補者選
考においては、校長推薦枠を「男女各２名以内、ただし女性
は３名まで推薦可」と明示した。

・これを受け、小中学校にあっては市町等教育委員会に、県立
学校にあっては県立学校長に、それぞれこの趣旨を伝え、管
理職選考試験への女性教職員の受験を奨励するとともに主任
等への積極的な登用を依頼した｡

新たに管理職に登用した女性の割合
小中学校：25.9％､県立学校：10.5％

管理職に占める女性の割合
小中学校：17.4％、県立学校：9.5％

平成28年度実施の管理職選考試験受験者に占める
女性の割合

小中学校：18.7％、県立学校：10.6％

職員研修の実施 ・三重県職員人づくり基本方針に基づき、新任所属長研修等の
中でワーク・ライフ・マネジメントや子育て支援等の内容を
盛り込んだ研修を実施した。

総務部職員研修セン
ター
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Ⅰ－２ Ⅰ－２

事 業 平成28年度事業実施概要 担当課

女性職員の採用 ・三重県職員採用試験説明会等にて、仕事と家庭の両立等につ
いて経験を交えて相談に応える「女性職員相談コーナー」を
昨年度に引き続き設置したほか、三重県職員採用案内パンフ
レットに、男性の育児休業取得状況の記事を掲載し、男女と
もに働きやすい環境をアピールした。

説明会参加者数：12月開催（大阪）32名
12月開催（津）129名
３月開催（東京）12名
３月開催（津）424名

人事委員会事務局

・少人数制（１班10名程度）の職場見学や職員との懇談を内容
とする「三重県職員受験ガイダンス」を開催し、職場の雰囲
気を直接感じていただくとともに、男女が共に働きやすい職
場であることを周知した。

平成29年２月 12班開催
参加者：延べ114名

「子育て支援アク
ションプラン」の
推進にむけた取組

・次世代育成支援推進委員会を開催し、第三期特定事業主行動
計画の取組状況等について議論した。

教育委員会事務局教
職員課

・子育て応援メールマガジン「ＳＴＡＲＴ」の発行による所属
職員の意識啓発や、育児休業中の職員へのメールによる各種
情報の送付（９回）を行った。

・子育て中の男性職員を対象に、「父子健康手帳」を配付し
た。

・「子育てのための休暇取得プログラム」の実施について、グ
ループウェアへの掲載を通じて周知した。

・基本研修（初任者研修等）の選択研修として、「ネットＤＥ
研修」の男女共同参画および次世代育成を支援する内容を取
り入れ、男女共同参画に対する理解を進めた。

教育委員会事務局研
修推進課
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Ⅰ－３ Ⅰ－３

３ 市町への働きかけ

事 業 平成28年度事業実施概要 担当課

市町担当者研修の
開催

・市町男女共同参画担当職員のうち、経験年数が１～２年目の
方を対象とした「基礎研修」、男女共同参画に取組むうえで
ぜひ理解を深めていただきたい課題をテーマとした「応用研
修」、担当課長を対象とした「課長会議」をそれぞれ開催し
た。

回数：「基礎研修」１回、「応用研修」１回
「課長会議」１回

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

市町における男女
共同参画推進の支
援

・市町の取組に活用できる情報の提供や事業の共催等により、
市町における男女共同参画の推進を支援した。

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

市審議会等への参
画

・津市、伊賀市の男女共同参画審議会に委員として、鈴鹿市の
ＳＵＺＵＫＡ女性活躍推進連携会議にオブザーバーとして参
画した。

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

「ＣＩＴＹネット
男女共同参画inみ
え」への参加

・県内各市の男女共同参画担当者が一堂に会し、男女共同参画
の業務に関する課題や問題点について話し合う「ＣＩＴＹ
ネット男女共同参画ｉｎみえ」に出席し、情報提供や意見交
換を行った。

１回出席／年１回開催

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

出前フレンテの実
施

・市町の事業に合わせ、出前啓発事業「出前フレンテ」として
パネルプレゼンテーションを実施した。

開催回数：６回、参加者延べ：941名

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

基本計画等に関す
る情報提供

・第２次三重県男女共同参画基本計画（改定版）や女性活躍推
進法に基づく推進計画に関する情報を市町に提供した。

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

女性農業委員選任
の働きかけ

・農業委員会法の改正を機に、より積極的に女性農業委員の選
任を促した。農業会議および改選予定の農業委員会のうち、
６農業委員会事務局を訪問し、直接の働きかけを実施した。
＜Ⅲ－Ⅱ－１の再掲＞

農林水産部担い手支
援課

三重県内における
男女共同参画施策
等の推進状況の作
成

・市町における男女共同参画施策等推進状況に関する調査を実
施した。内閣府調査に県独自の調査項目を追加し、県内推進
状況をまとめるとともに、一部をホームページで公開した。

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課
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Ⅰ－４ Ⅰ－４

４ 事業者等への働きかけ

事 業 平成28年度事業実施概要 担当課

企業表彰・認証の
実施

・より多くの企業等の自主的な取組の推進を図るため認証の募
集を行い、審査後、53法人を認証企業に決定した。さらに、
意欲的な取組を行う認証企業を表彰候補として、男女がいき
いきと働いている企業三重県知事表彰選考委員会で最終選考
し、４法人に知事表彰を行った。＜Ⅲ－Ⅰ－２の再掲＞

雇用経済部雇用対策
課

マタハラ、パタハ
ラのない職場づく
りの促進

・マタニティ・ハラスメント、パタニティ・ハラスメントの防
止に向け、事業主や人事・労務担当者向けの冊子および労働
者向けのリーフレットを作成し、企業や労働者へ配布した。
＜Ⅲ－Ⅰ－２の再掲＞

作成部数：冊子3,000部、リーフレット7,000枚

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

フレンテトーク等
の実施

・フレンテトーク等を実施した。＜Ⅱ－１の再掲＞
開催回数：112回（フレンテトーク106回、

 出前フレンテ６回）
対象：市町、団体、企業等

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

仕事と生活の調和
推進のための環境
整備

・労使団体と連携して、人事労務担当者等を対象とした働き方
改革に関するセミナーを開催し、県内企業等へのワーク・ラ
イフ・バランスの普及に取り組んだ。＜Ⅲ－Ⅰ－５の再掲＞

参加者：約44名

雇用経済部雇用対策
課

ポジティブ・アク
ション取組事例の
紹介

・知事表彰（男女がいきいきと働いている企業表彰）を受けた
企業の取組事例をパンフレット等に掲載・配布し、周知啓発
を行った。＜Ⅰ－６の再掲＞

雇用経済部雇用対策
課

「家庭の日」の周
知・啓発

・子どもの豊かな育ちにおける家庭の果たす役割の重要性につ
いて理解を深めるため、「家庭の日」を活用して家族の絆を
深められるような取組等を実施している企業・事業所を「家
庭の日」協力事業所として登録し、その取組内容を県ホーム
ページ等で紹介した。＜Ⅳ－１の再掲＞

登録数：103事業所（平成29年３月31日現在）

健康福祉部少子化対
策課
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Ⅰ－４ Ⅰ－４

事 業 平成28年度事業実施概要 担当課

建設工事入札時の
評価項目の継続実
施

・公共工事の総合評価方式において、関係部局と調整し「男女
共同参画」や「次世代育成支援」など企業の社会的責任等に
かかる取組を評価しており、継続評価を行うことで建設業界
でもこのような取組を徐々に広げた。＜Ⅲ－Ⅰ－２の再掲＞

県土整備部公共事業
運営課

物件関係入札時の
評価項目の継続実
施

・物件関係（清掃、警備業務等）の総合評価一般競争入札にお
いて、「男女共同参画」や「次世代育成支援」など、企業の
地域社会貢献度を評価項目として設定している。
＜Ⅲ－Ⅰ－２の再掲＞

平成28年度総合評価一般競争入札(清掃、警備業務)実施
件数２件（ＷＴＯ案件２件を除く）のうち評価項目設定

    は２件 設定率：100％

出納局会計支援課

女性の大活躍推進
三重県会議の運営
を通じた県内の女
性活躍推進の機運
醸成

・女性の大活躍推進三重県会議において実施する、県内の事業
所等における女性の活躍推進に向けた取組を「みえの輝く女
子プロジェクト」と命名し、企画委員会において企業目線で
の意見を伺いながら、①女性が活躍できる職場づくり支援、
②トップおよび男性の意識改革、③働く女性自身へのモチ
ベーション向上支援の３つの柱に沿った支援を行った。
＜Ⅲ－Ⅰ－１の再掲＞
①女性が活躍できる職場づくり支援
中小企業に対する女性活躍推進法に基づく事業主行動計画

の策定支援（策定件数：59件）
②トップおよび男性の意識改革
経営者や管理職等リーダー層を対象にした講演会やセミ

ナーの開催（開催件数：講演会１回、セミナー２回）
③働く女性のモチベーション向上支援
働く女性を対象にしたキャリアの継続に繋がるセミナーや

ネットワーク交流会等の開催（開催件数：シンポジウムおよ
び交流会１回、セミナーおよび交流会２回）

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

・女性の大活躍推進三重県会議への加入促進に取り組み、会員
数は350団体となった。（平成29年3月31日現在）
＜Ⅲ－Ⅰ－１の再掲＞

「Women in
Innovation
Summit（WIT）
2016」の開催

・伊勢志摩サミットを受け、「あらゆる分野における女性の活
躍」をテーマに「Women in Innovation Summit （WIT）
2016」を開催し、地方から女性活躍のムーブメントを起こす
きっかけとするとともに、本県の女性活躍のロールモデルを
創出した。＜Ⅲ－Ⅰ－１の再掲＞

開催日：平成28年９月23日（金）、24日（土）

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課
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Ⅰ－５ Ⅰ－５

５ 地域における男女共同参画への取組支援

事 業 平成28年度事業実施概要 担当課

出前フレンテの実
施

・市町の事業に合わせ、出前啓発事業「出前フレンテ」として
パネルプレゼンテーションを実施した。＜Ⅰ－３の再掲＞

開催回数：６回、参加者延べ：941名

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

情報誌の発行・
ネットワーク化の
支援

・市民活動ボランティアニュースを発行(毎月１万部)するとと
もに、ＮＰＯ等の活動やネットワーク化の支援を行った。
＜Ⅳ－４の再掲＞

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

消防団活性化促進
事業

・三重県消防協会と連携し、全国の女性消防団が集まり、女性
消防団独自の活動や火災予防に係る活動報告などの発表が行
われる、全国女性消防団活性化北海道大会へ県内から参加す
る女性消防団員等に参加のための支援を行った。
＜Ⅳ－４の再掲＞

開催日：平成28年６月５日（日）
  場所：北海道札幌市
  参加者：県内参加者77名（事務局含む）

防災対策部消防・保
安課

女性防災人材の育
成

・「三重県・三重大学 みえ防災・減災センター」の人材育成事
業において、市町、地域や企業の防災対策における意思決定
や防災、災害時の活動を担い得る女性防災人材の育成を図っ
た。＜Ⅳ－４の再掲＞
【講座概要】
〈女性を中心とした専門職防災研修〉
平成28年７月～10月の間で、共通４日間、専門(２種類：
①医療・看護分野、②保健・福祉・介護分野)２日間の
計６日間17講座を開催

修了者数：27名（うち女性25名）
〈みえ防災コーディネーター育成講座（女性と若い世代を
中心に受講者を募集）〉
平成28年７月～10月の間で育成講座を10回開催し、みえ
防災コーディネーターの新規育成を行った。

認定者数：55名（うち女性23名）

防災対策部防災企
画・地域支援課
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Ⅰ－５ Ⅰ－５

事 業 平成28年度事業実施概要 担当課

「避難所運営マ
ニュアル策定指
針」の水平展開

・男女共同参画の視点を取り入れた避難所運営や、避難所にお
ける障がい者、外国人への配慮について、「三重県避難所運
営マニュアル策定指針」および「三重県避難所運営マニュア
ル基本モデル」を用いた避難所単位の運営マニュアル作成の
取組が、県内地域に水平展開されるよう、市町の取組に対し
実地支援を行った結果、新たに四日市市の４地区や熊野市で
も実施されるなど、合わせて９市町13地区で取組が行われ
た。＜Ⅳ－４の再掲＞

防災対策部防災企
画・地域支援課

多様な環境教育の
場や機会の提供

・環境分野の取組に男女がともに参画できるよう、環境学習情
報センターを拠点に、環境講座、体験学習、環境学習指導者
の養成等を実施した。

参加者数：31,478名

環境生活部地球温暖
化対策課
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Ⅰ－６ Ⅰ－６

６ ポジティブ・アクションの普及と女性の社会参画への支援

事 業 平成28年度事業実施概要 担当課

ポジティブ・アク
ション取組事例の
紹介

・知事表彰（男女がいきいきと働いている企業表彰）を受けた
企業の取組事例をパンフレット等に掲載・配布し、周知啓発
を行った。

雇用経済部雇用対策
課

マタハラ、パタハ
ラのない職場づく
りの促進

・マタニティ・ハラスメント、パタニティ・ハラスメントの防
止に向け、事業主や人事・労務担当者向けの冊子および労働
者向けのリーフレットを作成し、企業や労働者へ配布した。
＜Ⅲ－Ⅰ－２の再掲＞

作成部数：冊子3,000部、リーフレット7,000枚

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

企業表彰・認証の
実施

・より多くの企業等の自主的な取組の推進を図るため認証の募
集を行い、審査後、53法人を認証企業に決定した。さらに、
意欲的な取組を行う認証企業を表彰候補として、男女がいき
いきと働いている企業三重県知事表彰選考委員会で最終選考
し、４法人に知事表彰を行った。＜Ⅲ－Ⅰ－２の再掲＞

雇用経済部雇用対策
課

「三重の労働」の
発行

・「三重の労働」を発行した。＜Ⅱ－４の再掲＞
発行回数：６回（ホームページ「おしごと三重」
に掲載）

雇用経済部雇用対策
課

女性の就労支援 ・女性の再就職を支援するため、託児付き就労支援相談を県内
５か所で定期的に実施するとともに、県内７か所の商業施設
等において出張就労支援相談を10回実施した。
＜Ⅲ－Ⅰ－４の再掲＞

定期相談：151件、出張相談：79件

雇用経済部雇用対策
課

・求職中の女性と県内企業のマッチングを進めるため、合同企
業説明会を県内４か所で４回実施した。

参加企業：43社、参加女性：63名
また、女性の再就職に関する悩みや不安を解消するため、出
産等で一度離職し、再び就職を希望する女性であることの強
みの認識、企業ニーズに対応するスキルアップの必要性など
に関する専門家等による講習やアドバイス、情報交換などを
内容としたセミナーを県内２か所で２回実施した。
＜Ⅲ－Ⅰ－４の再掲＞

参加女性：40名

・再就職にあたって必要となるスキルアップ研修と、離職ブラ
ンク回復のための職場実習を県内企業において実施し、再就
職への不安を払拭させて、実際の就職につなげるための支援
プログラムを実施した。（20名の研修生中18名が再就職）
＜Ⅲ－Ⅰ－４の再掲＞
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Ⅰ－６ Ⅰ－６

事 業 平成28年度事業実施概要 担当課

「女性の就労支
援」の広報

・女性の再チャレンジ支援「女性の一歩！を応援」メールマガ
ジンを発行した。＜Ⅲ－Ⅰ－４の再掲＞

発行回数：年間６回

雇用経済部雇用対策
課

女性の大活躍推進
三重県会議の運営
を通じた県内の女
性活躍の機運醸成

・女性の大活躍推進三重県会議において実施する、県内の事業
所等における女性の活躍推進に向けた取組を「みえの輝く女
子プロジェクト」と命名し、企画委員会において企業目線で
の意見を伺いながら、①女性が活躍できる職場づくり支援、
②トップおよび男性の意識改革、③働く女性自身へのモチ
ベーション向上支援の３つの柱に沿った支援を行った。
＜Ⅲ－Ⅰ－１の再掲＞
①女性が活躍できる職場づくり支援
中小企業に対する女性活躍推進法に基づく事業主行動計画

の策定支援（策定件数：59件）
②トップおよび男性の意識改革
経営者や管理職等リーダー層を対象にした講演会やセミ

ナーの開催（開催件数：講演会１回、セミナー２回）
③働く女性のモチベーション向上支援
働く女性を対象にしたキャリアの継続に繋がるセミナーや

ネットワーク交流会等の開催（開催件数：シンポジウムおよ
び交流会１回、セミナーおよび交流会２回）

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

・女性の大活躍推進三重県会議への加入促進に取り組み、会員
数は350団体となった。（平成29年３月31日現在）
＜Ⅲ－Ⅰ－１の再掲＞
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Ⅱ－１ Ⅱ－１

１ 男女共同参画について県民の理解を深めるための広報・啓発の充実

事 業 平成28年度事業実施概要 担当課

報道機関への情報
提供

・報道機関に対して、県の男女共同参画に関する事業について
積極的に情報提供を行った。

報道機関への情報提供数：100件

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

Facebookを活用し
た情報発信

・さまざまな媒体を用いて伝わりやすく広報・啓発を行うた
め、「女性の大活躍推進三重県会議」のFacebookを活用し
て、セミナーの開催告知やイベントの実施結果等に関する情
報を発信した。

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

フレンテトーク等
の実施

・フレンテトーク等を実施した。
開催回数：112回（フレンテトーク106回、

 出前フレンテ６回）
対象：市町、団体、企業等

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

・男女共同参画センター「フレンテみえ」のホームページ上で
「男女共同参画ゼミ」を実施した。＜計画－７の再掲＞

・男女共同参画センター「フレンテみえ」において、 施設見学
や講演を内容とするウェルカムセミナーを実施した。
＜計画－７の再掲＞

開催回数：21回、参加者：282名

情報誌の発行 ・男女共同参画センター「フレンテみえ」において、情報誌
「Frente」を発行した。

年４回発行、各10,000部以上

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

差別をなくす強調
月間

・差別をなくす強調月間（11月11日～12月10日）にテレビス
ポットを放映、街頭啓発を実施した。

環境生活部人権セン
ター

農山漁村のつどい
開催

・「農山漁村女性の日」に呼応して、「第29回 農山漁村のつど
い」を開催した。
「若い感性を生かした地域活性化」をテーマに、世代を越え
た連携を進め、男女(とも)にかがやく新しい農山漁村を創る
ことを目的とし、事例報告、講演および農林水産品の展示・
即売を実施した。

開催日：平成29年２月８日（水）
開催場所：フレンテみえ
参加者数：279名

農林水産部担い手支
援課、水産資源・経
営課、森林・林業経
営課

男女共同参画
フォーラムの開催

・男女共同参画センター「フレンテみえ」において、 ワーク
ショップ、講演会、パネル展などを開催した。

開催日：平成28年11月６日(日）
参加人数：延べ188名

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

Ⅱ 男女共同参画に関する意識の普及と教育の推進

男女共同参画に関
する学習機会の提
供

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課
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Ⅱ－１ Ⅱ－１

事 業 平成28年度事業実施概要 担当課

男女共同参画強調
月間

・男女共同参画センター「フレンテみえ」において、６月を男
女共同参画強調月間と定め、パネル展､登録団体の活動発表や
講演会、映画上映等を実施した。
〈フレンテまつり〉

開催日：平成28年６月４日（土）
参加団体：43団体、参加者：2,150名

〈IVAN講演会〉
開催日：平成28年５月１日（日）
参加者：422名

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

・男女共同参画を考えるメッセージを発信し、意識を啓発する
ため、「フレンテみえ」と県内４市町男女共同参画セン
ター、22市町と連携して「三重県内男女共同参画連携映画祭
2016」を開催した。

開催回数：22回
参加人数：7,705名

・三重県総合文化センターのＰＲ事業「三重そうぶんシネマス
クエア2016 for Kids」でパパグループによる絵本の読み聞か
せを実施した。

開催日：平成28年12月４日(日）
参加者：延べ80名

啓発資料の作成 ・性的マイノリティの人びとの人権に関する啓発パネルを作成
した。

環境生活部人権セン
ター

人権フォトコンテ
スト

・人権フォトコンテストを実施した。
応募数：235点

環境生活部人権セン
ター

地域人権啓発事業 ・各地域防災総合事務所・地域活性化局が中心となってミニ人
権講座、行政機関等のトップセミナー、講演会などを実施し
た。

参加者数：5,185名

環境生活部人権セン
ター

県民人権講座 ・「『じぶん まる！』～性って誰かに決められるもの？～」
と題した講座を開催した。

参加者数：409名

環境生活部人権セン
ター

教材の開発 ・男女共同参画センター「フレンテみえ」において、啓発パネ
ル『LGBTって、なに？』を作成し、LGBTに関しての調査研究
に向けて情報収集などを行った。＜計画－７の再掲＞

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

人権文化のまちづ
くり創造事業

・研修テキスト「人権のまちづくりのすすめ」を活用した、住
民等が主体となった研修会に講師等を派遣した。（すべての
人にやさしい人権のまちづくり研修支援事業）

研修会等の開催：計43回

環境生活部人権課

映画上映等の実施 環境生活部ダイバー
シティ社会推進課
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Ⅱ－２ Ⅱ－２

２ 学校等における男女共同参画教育の推進

事 業 平成28年度事業実施概要 担当課

・講師を招聘し、男女共同参画にかかる講義や質疑応答形式等
により研修を深めた。

・各学校において文部科学省や県教育委員会が作成したリーフ
レットや、研修会の講演資料等を活用したり、日常生活の中
での疑問をもとにしたりするなど、研修を実施した。

・男女共同参画の社会づくりに関する学習展開例等を掲載した
人権学習指導資料を作成し、各学校に配付した。

・各校における研修実施の支援等を通して、性的マイノリティ
の人権に係わる問題を解決するための教育の推進を図った。

男女共同参画研修 ・インターネットを活用した研修（「ネットＤＥ研修」）にお
いて、県内の教職員を対象に男女共同参画に関する研修を実
施した。

５講座 受講者数：858名

教育委員会事務局研
修推進課

取組状況調査 ・男女共同参画に係る取組状況調査を実施した。
男女共同参画に係る校（園）内研修を実施している学校
（幼稚園を含む）の割合：76.2％
教科等に男女共同参画の視点を位置づけて指導した学校
（幼稚園を含む）の割合：96.7％

教育委員会事務局高
校教育課、小中学校
教育課、特別支援教
育課

高等学校教育での
推進

・家庭科では男女が協力して家庭を築くことの認識について、
公民科では職業生活や社会参加における男女共同参画につい
て、それぞれ学習を進めた。

教育委員会事務局高
校教育課、人権教育
課

・総合的な学習の時間や特別活動を中心に、生徒のキャリア発
達を促し、生徒自身の適性や将来設計に基づいた主体的な進
路選択の在り方について学習を進めた。

・県教育委員会作成の人権学習指導資料等の活用促進を通し
て、男女共同参画や性的マイノリティの人権について理解を
深めるための学習活動の充実を図った。

私立学校での人権
教育推進

・人権教育推進担当者の活動の条件整備や、教職員人権教育研
修および人権教育推進協議会等の運営、人権を考える児童・
生徒の集いなどの事業を推進する私立学校に対して、その経
費の一部を助成した。

助成学校数：14校

環境生活部私学課

人権保育専門講座 ・保育士を対象に人権保育専門講座を実施した。
受講者数：延べ733名

健康福祉部子育て支
援課

教職員向け研修 教育委員会事務局高
校教育課、小中学校
教育課、人権教育課
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Ⅱ－３ Ⅱ－３

３ 生涯を通じた学習機会の充実

事 業 平成28年度事業実施概要 担当課

ＨＰによる学習機
会の提供

・男女共同参画センター「フレンテみえ」のホームページ上で
「男女共同参画ゼミ」を実施した。＜計画－７の再掲＞

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

男性講座の実施 ・男女共同参画センター「フレンテみえ」において、男性の地
域・家庭等への参画を啓発する講座などの「男性講座」を開
催した。＜Ⅳ－４の再掲＞

「蝶野正洋講演会」
開催日：平成28年10月16日（日）、参加者数：327名

「男性のためのコミュニケーショントレーニング」
開催日：平成28年12月10日（土）、参加者数：25名

  「『男は泣くな』はもう古い！
イケメソ男子、はじめませんか」

開催日：平成29年２月25日（土）、参加者数：22名

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

地域で活躍できる
人材育成講座

・男女共同参画センター「フレンテみえ」において、地域住民
から相談を受ける民生・児童委員を対象に、問題の背景を読
み解くジェンダーの視点を持つことを目的とした講座を開催
した。＜Ⅳ－１の再掲＞

<地域リーダー養成講座>
「男女共同参画の視点から相談支援を考える」

開催日：平成28年６月29日（水）、参加者数：38名

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

エンパワーメン
ト・スクールの開
催

・男女共同参画センター「フレンテみえ」において、女性の管
理職や意思決定の場への参画拡大をめざし、育休中の女性や
女子大学生を対象とした講座を実施した。

<フレンテみえエンパワーメントスクール>
「私の声も大事！女性のための防災講座～入門編～」

開催回数：３回、参加者数：延べ67名
「目標へ一歩ずつ！私らしく働くためのリーダー
シップ入門」
開催回数：２回、参加者数：延べ33名

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

女性相談から見え
てきた課題に向け
ての講座

・男女共同参画センター「フレンテみえ」において、女性相談
から見えてきた課題に対し、解決を図る一助とすべく講座を
開催した。

「熟年離婚を考えたとき
～今から独りで生きていけるのか～」

開催日：平成28年９月21日（水）、参加者数：50名

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

開発した教材を基
にした啓発

・男女共同参画センター「フレンテみえ」において、平成26・
27年度に発行した「災害時における男女共同参画視点による
相談対応マニュアル」をフレンテトーク等で活用した。

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課
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Ⅱ－３ Ⅱ－３

事 業 平成28年度事業実施概要 担当課

開発した教材を基
にした啓発

・男女共同参画センター「フレンテみえ」において、学生向け
出前講座で平成24年度「デートＤＶに関するアンケート調査
報告書」を活用した啓発を行った。

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

フレンテトーク等
の実施

・フレンテトーク等を実施した。＜Ⅱ－１の再掲＞
開催回数：112回（フレンテトーク106回、

 出前フレンテ６回）
対象：市町、団体、企業等

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

社会教育推進のた
めの研修

・社会教育委員、社会教育主事など社会教育に関わる職員や団
体の指導者等に対する研修会を実施した。

開催回数：14回、参加者数：449名

教育委員会事務局社
会教育・文化財保護
課

事業での託児実施 ・男女共同参画センター「フレンテみえ」が主催する全ての事
業について託児を実施した。総合文化センターでは､一部の主
催事業で託児を実施した。

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

乳幼児を持つ家庭
の支援

・「子育てはっぴいパパ・ママワーク」を開催した。＜Ⅳ－２
の再掲＞

開催回数：60回、参加者：789名

健康福祉部少子化対
策課

企画・運営サポー
ターの養成

・男女共同参画センター「フレンテみえ」では、働く女性の活
躍が求められている中、新たなニーズに応えるため、リー
ダーとして働く県内の女性で構成した「働く女性のネット
ワーク」を構築した。

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課
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Ⅱ－４ Ⅱ－４

４ 事業者等に対する広報・啓発の充実

事 業 平成28年度事業実施概要 担当課

「三重の労働」の
発行

・「三重の労働」を発行した。
発行回数：６回（ホームページ「おしごと三重」
に掲載）

雇用経済部雇用対策
課

マタハラ、パタハ
ラのない職場づく
りの促進

・マタニティ・ハラスメント、パタニティ・ハラスメントの防
止に向け、事業主や人事・労務担当者向けの冊子および労働
者向けのリーフレットを作成し、企業や労働者へ配布した。
＜Ⅲ－Ⅰ－２の再掲＞

作成部数：冊子3,000部、リーフレット7,000枚

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

企業表彰・認証の
実施

・より多くの企業等の自主的な取組の推進を図るため認証の募
集を行い、審査後、53法人を認証企業に決定した。さらに、
意欲的な取組を行う認証企業を表彰候補として、男女がいき
いきと働いている企業三重県知事表彰選考委員会で最終選考
し、４法人に知事表彰を行った。＜Ⅲ－Ⅰ－２の再掲＞

雇用経済部雇用対策
課

仕事と生活の調和
推進のための環境
整備

・労使団体と連携して、人事労務担当者等を対象とした働き方
改革に関するセミナーを開催し、県内企業等へのワーク・ラ
イフ・バランスの普及に取り組んだ。＜Ⅲ－Ⅰ－５の再掲＞

参加者：約44名

雇用経済部雇用対策
課

「家庭の日」の周
知・啓発

・子どもの豊かな育ちにおける家庭の果たす役割の重要性につ
いて理解を深めるため、「家庭の日」を活用して家族の絆を
深められるような取組等を実施している企業・事業所を「家
庭の日」協力事業所として登録し、その取組内容を県ホーム
ページ等で紹介した。＜Ⅳ－１の再掲＞

登録数：103事業所（平成29年３月31日現在）

健康福祉部少子化対
策課

「イクボス」の推
進

・職場でともに働く部下の仕事と家庭の両立を応援する“イク
ボス”の取組や精神が広がり、女性の活躍や男性の育児参画
が当たり前となる社会をめざすため、企業経営者等で構成す
る「みえのイクボス同盟」を発足した。＜Ⅳ－２の再掲＞

発足日：平成28年４月19日（火）
同盟加盟数：107企業・団体（平成29年３月31日現在）

健康福祉部少子化対
策課

フレンテトーク等
の実施

・フレンテトーク等を実施した。＜Ⅱ－１の再掲＞
開催回数：112回（フレンテトーク106回、

 出前フレンテ６回）
対象：市町、団体、企業等

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課
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Ⅱ－４ Ⅱ－４

事 業 平成28年度事業実施概要 担当課

女性の大活躍推進
三重県会議の運営
を通じた県内の女
性活躍推進の機運
醸成

・女性の大活躍推進三重県会議において実施する、県内の事業
所等における女性の活躍推進に向けた取組を「みえの輝く女
子プロジェクト」と命名し、企画委員会において企業目線で
の意見を伺いながら、①女性が活躍できる職場づくり支援、
②トップおよび男性の意識改革、③働く女性自身へのモチ
ベーション向上支援の３つの柱に沿った支援を行った。
＜Ⅲ－Ⅰ－１の再掲＞
①女性が活躍できる職場づくり支援
中小企業に対する女性活躍推進法に基づく事業主行動計画

の策定支援（策定件数：59件）
②トップおよび男性の意識改革
経営者や管理職等リーダー層を対象にした講演会やセミ

ナーの開催（開催件数：講演会１回、セミナー２回）
③働く女性のモチベーション向上支援
働く女性を対象にしたキャリアの継続に繋がるセミナーや

ネットワーク交流会等の開催（開催件数：シンポジウムおよ
び交流会１回、セミナーおよび交流会２回）

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

・女性の大活躍推進三重県会議への加入促進に取り組み、会員
数は350団体となった。（平成29年３月31日現在）
＜Ⅲ－Ⅰ－１の再掲＞

「Women in
Innovation
Summit（WIT）
2016」の開催

・伊勢志摩サミットを受け、「あらゆる分野における女性の活
躍」をテーマに「Women in Innovation Summit （WIT）
2016」を開催し、地方から女性活躍のムーブメントを起こす
きっかけとするとともに、本県の女性活躍のロールモデルを
創出した。＜Ⅲ－Ⅰ－１の再掲＞

開催日：平成28年９月23日（金）、24日（土）

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課
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Ⅱ－５ Ⅱ－５

５ メディアへの対応

事 業 平成28年度事業実施概要 担当課

報道機関への情報
提供

・報道機関に対して、県の男女共同参画に関する事業について
積極的に情報提供を行った。＜Ⅱ－１の再掲＞

報道機関への情報提供数：100件

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

インターネット人
権モニター事業

・インターネット上の差別事象の流布状況の調査研究、モニタ
リングを実施。また、地域のキーパーソン養成をめざし、イ
ンターネット人権ソーシャルウォッチャ－養成講座を開催し
た。

開催：３か所、参加人員：208名

環境生活部人権セン
ター
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Ⅱ－６ Ⅱ－６

６ 国際的な動きへの対応と活動支援

事 業 平成28年度事業実施概要 担当課

・多言語（７言語）による外国人住民の相談窓口を設置して、
生活全般にわたるさまざまな相談に応じるほか、外国人相談
窓口担当者等研修会を開催（３回、参加者数64名）した。
＜Ⅴ－Ⅰ－３の再掲＞

・医療通訳育成研修（ポルトガル語・スペイン語・フィリピノ
語・中国語）を開催し、医療通訳ボランティアの人材育成を
図った（参加者数60名）。＜Ⅴ－Ⅰ－３の再掲＞

・災害時に外国人住民への支援活動を行う「災害時外国人サ
ポーター」を養成する研修を開催（桑名市、鈴鹿市 参加者
数83人）したほか、外国人住民を主な対象とした避難所訓練
を開催（桑名市、鈴鹿市 参加者数86名）した。
＜Ⅴ－Ⅰ－３の再掲＞

・外国人住民の消費者被害防止のための研修会を開催（亀山
市、松阪市 参加者数46名）した。＜Ⅴ－Ⅰ－３の再掲＞

・外国人住民の地域社会への参加・参画を進めるため、外国人
住民が生活していく上で必要となる基本的な行政や制度に関
する情報を、多言語ホームページ（ポルトガル語、スペイン
語、フィリピノ語、中国語、英語、日本語）で、外国人住民
のニーズに合った形で迅速に提供（ビデオ情報６件、文字情
報48件）した。＜Ⅴ－Ⅰ－３の再掲＞

・日本語教室の日本語指導ボランティアが、学習者の多様な
ニーズに対応できるよう、研修会（スキルアップ研修）を市
町等と連携して開催（松阪市、桑名市 参加者数52名）し
た。＜Ⅴ－Ⅰ－３の再掲＞

多文化共生社会実
現への取組

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

38



Ⅲ－Ⅰ－１ Ⅲ－Ⅰ－１

１ 雇用の場における男女共同参画意識の普及

事 業 平成28年度事業実施概要 担当課

フレンテトーク等
の実施

・フレンテトーク等を実施した。＜Ⅱ－１の再掲＞
開催回数：112回（フレンテトーク106回、

 出前フレンテ６回）
対象：市町、団体、企業等

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

仕事と生活の調和
推進のための環境
整備

・労使団体と連携して、人事労務担当者等を対象とした働き方
改革に関するセミナーを開催し、県内企業等へのワーク・ラ
イフ・バランスの普及に取り組んだ。＜Ⅲ－Ⅰ－５の再掲＞

参加者：約44名

雇用経済部雇用対策
課

「三重の労働」の
発行

・「三重の労働」を発行した。＜Ⅱ－４の再掲＞
発行回数：６回（ホームページ「おしごと三重」

に掲載）

雇用経済部雇用対策
課

「家庭の日」の周
知・啓発

・子どもの豊かな育ちにおける家庭の果たす役割の重要性につ
いて理解を深めるため、「家庭の日」を活用して家族の絆を
深められるような取組等を実施している企業・事業所を「家
庭の日」協力事業所として登録し、その取組内容を県ホーム
ページ等で紹介した。＜Ⅳ－１の再掲＞

登録数：103事業所（平成29年３月31日現在）

健康福祉部少子化対
策課

建設工事入札時の
評価項目の継続実
施

・公共工事の総合評価方式において、関係部局と調整し「男女
共同参画」や「次世代育成支援」など企業の社会的責任等に
かかる取組を評価しており、継続評価を行うことで建設業界
でもこのような取組を徐々に広げた。＜Ⅲ－Ⅰ－２の再掲＞

県土整備部公共事業
運営課

物件関係入札時の
評価項目の継続実
施

・物件関係（清掃、警備業務等）の総合評価一般競争入札にお
いて、「男女共同参画」や「次世代育成支援」など、企業の
地域社会貢献度を評価項目として設定している。
＜Ⅲ－Ⅰ－２の再掲＞

平成28年度総合評価一般競争入札(清掃、警備業務)実施
件数２件（ＷＴＯ案件２件を除く）のうち評価項目設定
は２件 設定率：100％

出納局会計支援課

Ⅲ 働く場における男女共同参画の推進
Ⅲ－Ⅰ 雇用等の分野における男女共同参画の推進
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Ⅲ－Ⅰ－１ Ⅲ－Ⅰ－１

事 業 平成28年度事業実施概要 担当課

女性の大活躍推進
三重県会議の運営
を通じた県内の女
性活躍推進の機運
醸成

・女性の大活躍推進三重県会議において実施する、県内の事業
所等における女性の活躍推進に向けた取組を「みえの輝く女
子プロジェクト」と命名し、企画委員会において企業目線で
の意見を伺いながら、①女性が活躍できる職場づくり支援、
②トップおよび男性の意識改革、③働く女性自身へのモチ
ベーション向上支援の３つの柱に沿った支援を行った。
①女性が活躍できる職場づくり支援
中小企業に対する女性活躍推進法に基づく事業主行動計画

の策定支援（策定件数：59件）
②トップおよび男性の意識改革
経営者や管理職等リーダー層を対象にした講演会やセミ

ナーの開催（開催件数：講演会１回、セミナー２回）
③働く女性のモチベーション向上支援
働く女性を対象にしたキャリアの継続に繋がるセミナーや

ネットワーク交流会等の開催（開催件数：シンポジウムおよ
び交流会１回、セミナーおよび交流会２回）

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

・女性の大活躍推進三重県会議への加入促進に取り組み、会員
数は350団体となった。（平成29年３月31日現在）

「Women in
Innovation
Summit（WIT）
2016」の開催

・伊勢志摩サミットを受け、「あらゆる分野における女性の活
躍」をテーマに「Women in Innovation Summit （WIT）
2016」を開催し、地方から女性活躍のムーブメントを起こす
きっかけとするとともに、本県の女性活躍のロールモデルを
創出した。

開催日：平成28年９月23日（金）、24日（土）

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

マタハラ、パタハ
ラのない職場づく
りの促進

・マタニティ・ハラスメント、パタニティ・ハラスメントの防
止に向け、事業主や人事・労務担当者向けの冊子および労働
者向けのリーフレットを作成し、企業や労働者へ配布した。
＜Ⅲ－Ⅰ－２の再掲＞

作成部数：冊子3,000部、リーフレット7,000枚

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

40



Ⅲ－Ⅰ－２ Ⅲ－Ⅰ－２ 

２ 男女の均等な機会と待遇の確保の推進

事 業 平成28年度事業実施概要 担当課

三重県内事業所労
働条件等実態調査
の実施

・県内の事業所の実態を把握するため、三重県内事業所労働条
件等実態調査を実施した。

雇用経済部雇用対策
課

企業表彰・認証の
実施

・より多くの企業等の自主的な取組の推進を図るため認証の募
集を行い、審査後、53法人を認証企業に決定した。さらに、
意欲的な取組を行う認証企業を表彰候補として、男女がいき
いきと働いている企業三重県知事表彰選考委員会で最終選考
し、４法人に知事表彰を行った。

雇用経済部雇用対策
課

ポジティブ・アク
ション取組事例の
紹介

・知事表彰（男女がいきいきと働いている企業表彰）を受けた
企業の取組事例をパンフレット等に掲載・配布し、周知啓発
を行った。＜Ⅰ－６の再掲＞

雇用経済部雇用対策
課

建設工事入札時の
評価項目の継続実
施

・公共工事の総合評価方式において、関係部局と調整し「男女
共同参画」や「次世代育成支援」など企業の社会的責任等に
かかる取組を評価しており、継続評価を行うことで建設業界
でもこのような取組を徐々に広げた。

県土整備部公共事業
運営課

物件関係入札時の
評価項目の継続実
施

・物件関係（清掃、警備業務等）の総合評価一般競争入札にお
いて、「男女共同参画」や「次世代育成支援」など、企業の
地域社会貢献度を評価項目として設定している。

平成28年度総合評価一般競争入札(清掃、警備業務)実施
件数２件（ＷＴＯ案件２件を除く）のうち評価項目設定
は２件 設定率：100％

出納局会計支援課

マタハラ、パタハ
ラのない職場づく
りの促進

・マタニティ・ハラスメント、パタニティ・ハラスメントの防
止に向け、事業主や人事・労務担当者向けの冊子および労働
者向けのリーフレットを作成し、企業や労働者へ配布した。

作成部数：冊子3,000部、リーフレット7,000枚

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課
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Ⅲ－Ⅰ－３ Ⅲ－Ⅰ－３ 

３ 男女共同参画の視点に立った能力開発および能力発揮に対する支援

事 業 平成28年度事業実施概要 担当課

・社会情勢の変化やニーズに対応した職業訓練の実施を進める
とともに、関係機関と連携し積極的にＰＲ活動を行った。

〈津高等技術学校 普通職業訓練 短期課程〉
パソコンＣＡＤ科：６か月課程×２回

延べ16名（うち女性９名）
オフィスビジネス科：６か月課程×２回

延べ28名（うち女性20名）
ＯＡ事務科：障がい者対象（１年課程）

延べ８名（うち女性２名）
委託訓練：ＯＡ系、介護系、医療事務系49講座

（３か月、２年）
延べ543名（うち女性454名）

出産・育児等によ
り退職した女性医
師等に対する復帰
支援

・出産・育児等により退職した女性医師等に対して情報提供、
再就業の相談など、復帰支援の取組を進めた。
＜Ⅲ－Ⅰ－４の再掲＞

健康福祉部地域医療
推進課

出産・育児等によ
り退職した潜在看
護職員に対する就
業相談・研修会の
開催

・潜在看護職員に対する就職相談、無料職業紹介、就職説明会
の開催および復職に向けた実技研修を実施した。
＜Ⅲ－Ⅰ－４の再掲＞

就職相談：延べ10,209件
無料職業紹介・斡旋による就業者数：612名
就職説明会の開催：２回
実技研修の参加者：24名

健康福祉部地域医療
推進課

女性の就労支援 ・女性の再就職を支援するため、託児付き就労支援相談を県内
５か所で定期的に実施するとともに、県内７か所の商業施設
等において出張就労支援相談を10回実施した。
＜Ⅲ－Ⅰ－４の再掲＞

定期相談：151件、出張相談：79件

雇用経済部雇用対策
課

・求職中の女性と県内企業のマッチングを進めるため、合同企
業説明会を県内４か所で４回実施した。

参加企業：43社、参加女性：63名
また、女性の再就職に関する悩みや不安を解消するため、出
産等で一度離職し、再び就職を希望する女性であることの強
みの認識、企業ニーズに対応するスキルアップの必要性など
に関する専門家等による講習やアドバイス、情報交換などを
内容としたセミナーを県内２か所で２回実施した。
＜Ⅲ－Ⅰ－４の再掲＞

参加女性：40名

能力開発への支援 雇用経済部雇用対策
課
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Ⅲ－Ⅰ－３ Ⅲ－Ⅰ－３ 

事 業 平成28年度事業実施概要 担当課

女性の就労支援 ・再就職にあたって必要となるスキルアップ研修と、離職ブラ
ンク回復のための職場実習を県内企業において実施し、再就
職への不安を払拭させて、実際の就職につなげるための支援
プログラムを実施した。（20名の研修生中18名が再就職）
＜Ⅲ－Ⅰ－４の再掲＞

雇用経済部雇用対策
課

「女性の就労支
援」の広報

・女性の再チャレンジ支援「女性の一歩！を応援」メールマガ
ジンを発行した。＜Ⅲ－Ⅰ－４の再掲＞

発行回数：年間６回

雇用経済部雇用対策
課
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Ⅲ－Ⅰ－４ Ⅲ－Ⅰ－４

４ 雇用環境の整備や再就職への支援

事 業 平成28年度事業実施概要 担当課

仕事と生活の調和
推進のための環境
整備

・労使団体と連携して、人事労務担当者等を対象とした働き方
改革に関するセミナーを開催し、県内企業等へのワーク・ラ
イフ・バランスの普及に取り組んだ。＜Ⅲ－Ⅰ－５の再掲＞

参加者：約44名

雇用経済部雇用対策
課

・多様な勤務形態について、公務員制度改革や次世代育成支援
を視野に入れ、検討を行った。

・平成28年７～10月にかけて、多様な働き方の取組として、時
差出勤勤務を実施した。

「家庭の日」の周
知・啓発

・子どもの豊かな育ちにおける家庭の果たす役割の重要性につ
いて理解を深めるため、「家庭の日」を活用して家族の絆を
深められるような取組等を実施している企業・事業所を「家
庭の日」協力事業所として登録し、その取組内容を県ホーム
ページ等で紹介した。＜Ⅳ－１の再掲＞

登録数：103事業所（平成29年３月31日現在）

健康福祉部少子化対
策課

・子育て応援メールマガジン「ＳＴＡＲＴ」の発行による所属
職員の意識啓発や、育児休業中の職員へのメールによる各種
情報の送付（９回）を行った。＜Ⅰ－２の再掲＞

・子育て中の男性職員を対象に、「父子健康手帳」を配付し
た。＜Ⅰ－２の再掲＞

・「子育てのための休暇取得プログラム」の実施について、グ
ループウェアへの掲載を通じて周知した。＜Ⅰ－２の再掲＞

・基本研修（初任者研修等）の選択研修として、「ネットＤＥ
研修」の男女共同参画および次世代育成を支援する内容を取
り入れ、男女共同参画に対する理解を進めた。
＜Ⅰ－２の再掲＞

教育委員会事務局研
修推進課

総務部人事課多様な勤務形態の
検討

教育委員会事務局教
職員課

「子育て支援アク
ションプラン」の
推進にむけた取組

次世代育成支援推進委員会を開催し、第三期特定事業主行動
計画の取組状況等について議論した。＜Ⅰ－２の再掲＞

・
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Ⅲ－Ⅰ－４ Ⅲ－Ⅰ－４

事 業 平成28年度事業実施概要 担当課

労働相談の実施 ・勤労者から寄せられるさまざまな労働問題を解決するため、
「三重県労働相談室」を設置し、専任の相談員がアドバイス
を行うとともに、専門的な相談には弁護士相談を実施した。

雇用経済部雇用対策
課

おしごと広場みえ
企業と若者を結ぶ
マッチングサポー
ト事業

・若年者に対し、職業相談、職業紹介等のサービスをワンス
トップで提供した。

利用者数：14,360名

雇用経済部雇用対策
課

出産・育児等によ
り退職した女性医
師等に対する復帰
支援

・出産・育児等により退職した女性医師等に対して情報提供、
再就業の相談など、復帰支援の取組を進めた。

健康福祉部地域医療
推進課

出産・育児等によ
り退職した潜在看
護職員に対する就
業相談・研修会の
開催

・潜在看護職員に対する就職相談、無料職業紹介、就職説明会
の開催および復職に向けた実技研修を実施した。

就職相談：延べ10,209件
無料職業紹介・斡旋による就業者数：612名
就職説明会の開催：２回
実技研修の参加者：24名

健康福祉部地域医療
推進課

「女性が働きやす
い医療機関」認証
制度の実施

・医療機関の主体的な取組を通じて、勤務環境改善の取組を促
進するため、「女性が働きやすい医療機関」認証制度を創設
するとともに、募集を行い、審査の結果、３医療機関を認証
した。

健康福祉部地域医療
推進課

女性の就労支援 ・女性の再就職を支援するため、託児付き就労支援相談を県内
５か所で定期的に実施するとともに、県内７か所の商業施設
等において出張就労支援相談を10回実施した。

定期相談：151件、出張相談：79件

雇用経済部雇用対策
課

・求職中の女性と県内企業のマッチングを進めるため、合同企
業説明会を県内４か所で４回実施した。

参加企業：43社、参加女性：63名
また、女性の再就職に関する悩みや不安を解消するため、出
産等で一度離職し、再び就職を希望する女性であることの強
みの認識、企業ニーズに対応するスキルアップの必要性など
に関する専門家等による講習やアドバイス、情報交換などを
内容としたセミナーを県内２か所で２回実施した。

参加女性：40名

・再就職にあたって必要となるスキルアップ研修と、離職ブラ
ンク回復のための職場実習を県内企業において実施し、再就
職への不安を払拭させて、実際の就職につなげるための支援
プログラムを実施した。（20名の研修生中18名が再就職）
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Ⅲ－Ⅰ－４ Ⅲ－Ⅰ－４

事 業 平成28年度事業実施概要 担当課

「女性の就労支
援」の広報

・女性の再チャレンジ支援「女性の一歩！を応援」メールマガ
ジンを発行した。

発行回数：年間６回

雇用経済部雇用対策
課

マタハラ、パタハ
ラのない職場づく
りの促進

・マタニティ・ハラスメント、パタニティ・ハラスメントの防
止に向け、事業主や人事・労務担当者向けの冊子および労働
者向けのリーフレットを作成し、企業や労働者へ配布した。
＜Ⅲ－Ⅰ－２の再掲＞

作成部数：冊子3,000部、リーフレット7,000枚

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課
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Ⅲ－Ⅰ－５ Ⅲ－Ⅰ－５

５ 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の普及と働き方の見直しの促進

事 業 平成28年度事業実施概要 担当課

仕事と生活の調和
推進のための環境
整備

・労使団体と連携して、人事労務担当者等を対象とした働き方
改革に関するセミナーを開催し、県内企業等へのワーク・ラ
イフ・バランスの普及に取り組んだ。

参加者：約44名

雇用経済部雇用対策
課

「家庭の日」の周
知・啓発

・子どもの豊かな育ちにおける家庭の果たす役割の重要性につ
いて理解を深めるため、「家庭の日」を活用して家族の絆を
深められるような取組等を実施している企業・事業所を「家
庭の日」協力事業所として登録し、その取組内容を県ホーム
ページ等で紹介した。＜Ⅳ－１の再掲＞

登録数：103事業所（平成29年３月31日現在）

健康福祉部少子化対
策課

みえ次世代育成応
援ネットワーク事
業の拡充

・次世代育成支援の具体的な取組を進めるため、みえ次世代育
成応援ネットワークの会員企業・団体の拡大を図った。
＜Ⅳ－２の再掲＞

会員数：1,500団体・企業（平成29年３月31日現在）

健康福祉部少子化対
策課

・11月の「子ども虐待防止啓発強化月間」において、会員企
業・団体が取組に参画し、県が実施するキックオフセレモ
ニーや街頭啓発への参加や子ども虐待防止・いじめ防止に関
する会員独自の活動を行った。＜Ⅳ－２の再掲＞

・子どもや子育て家庭を中心に、さまざまな人の交流を図り、
社会全体で子育てを応援する気運を醸成するため、「子育て
応援！わくわくフェスタ」を実施した。＜Ⅳ－２の再掲＞

開催日：平成28年11月19日（土）～20日（日）
開催場所：県立みえこどもの城
出展団体・企業等：61団体・企業
参加者数：約8,500名

男性の育児参画 ・子どもの生き抜いていく力を育てる「育児男子」を育成する
ことをポイントの一つに位置付けた「みえの育児男子プロ
ジェクト」に関するさまざまな取組を実施した。

〈第３回ファザー・オブ・ザ・イヤーinみえ〉
表彰式開催日：平成28年10月16日（日）
実施場所：三重県総合文化センター
応募総数：402件
内容：表彰式、受賞者紹介、講演会

健康福祉部少子化対
策課
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Ⅲ－Ⅰ－５ Ⅲ－Ⅰ－５

事 業 平成28年度事業実施概要 担当課

・放課後児童クラブの設置・運営に係る経費の一部を助成し
た。＜Ⅳ－２の再掲＞

放課後児童健全育成事業 実績クラブ数：360クラブ

・放課後児童クラブの指導員等を対象に研修を実施した。
＜Ⅳ－２の再掲＞

放課後児童支援員 県認定資格研修
開催回数：県内４か所 各４回
子育て支援員研修（放課後児童コース）
開催回数：県内１か所 計３回

多様な保育等への
支援

・低年齢児保育、延長保育、一時保育、休日保育、病児・病後
児保育等の多様なニーズに対応する取組への補助を行った。
＜Ⅳ－２の再掲＞

休日保育実施数：16か所
病児・病後児保育事業
実施市町：18 市町（広域利用含む）

健康福祉部子育て支
援課

ファミリー・サ
ポート・センター
の設置促進

・ファミリー・サポート・センターの運営に係る経費の一部を
助成した。＜Ⅳ－２の再掲＞
  助成対象数：21市町
実施市町数：27市町

健康福祉部子育て支
援課

貸付制度の運用 ・育児・介護休業取得者に対する貸付制度を運用した。 雇用経済部雇用対策
課

病院内保育への支
援

・県内の病院内保育施設における保育士の人件費の一部を助成
した。

助成保育施設：25施設

健康福祉部地域医療
推進課

県立病院内保育所
における保育サー
ビスの提供

・看護師等の職業生活と家庭生活の両立を支援するため、ここ
ろの医療センターに設置している院内保育所において、保育
サービス（夜間保育、延長保育、一時保育を含む）を提供し
た。

病院事業庁県立病院
課

建設工事入札時の
評価項目の継続実
施

・公共工事の総合評価方式において、関係部局と調整し「男女
共同参画」や「次世代育成支援」など企業の社会的責任等に
かかる取組を評価しており、継続評価を行うことで建設業界
でもこのような取組を徐々に広げた。＜Ⅲ－Ⅰ－２の再掲＞

県土整備部公共事業
運営課

放課後児童クラブ
の設置・運営支援

健康福祉部子育て支
援課
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Ⅲ－Ⅰ－５ Ⅲ－Ⅰ－５

事 業 平成28年度事業実施概要 担当課

物件関係入札時の
評価項目の継続実
施

・物件関係（清掃、警備業務等）の総合評価一般競争入札にお
いて、「男女共同参画」や「次世代育成支援」など、企業の
地域社会貢献度を評価項目として設定している。
＜Ⅲ－Ⅰ－２の再掲＞

平成28年度総合評価一般競争入札(清掃、警備業務)実施
件数２件（ＷＴＯ案件２件を除く）のうち評価項目設定
は２件 設定率：100％

出納局会計支援課

マタハラ、パタハ
ラのない職場づく
りの促進

・マタニティ・ハラスメント、パタニティ・ハラスメントの防
止に向け、事業主や人事・労務担当者向けの冊子および労働
者向けのリーフレットを作成し、企業や労働者へ配布した。
＜Ⅲ－Ⅰ－２の再掲＞

作成部数：冊子3,000部、リーフレット7,000枚

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

「イクボス」の推
進

・職場でともに働く部下の仕事と家庭の両立を応援する“イク
ボス”の取組や精神が広がり、女性の活躍や男性の育児参画
が当たり前となる社会をめざすため、企業経営者等で構成す
る「みえのイクボス同盟」を発足した。＜Ⅳ－２の再掲＞

発足日：平成28年４月19日（火）
同盟加盟数：107企業・団体（平成29年３月31日現在）

健康福祉部少子化対
策課

県庁におけるワー
ク・ライフ・マネ
ジメントの推進

・ワーク・マネジメントの推進、ライフ・マネジメント支援の
推進、意識・組織風土改革の推進を重点方針として、時間外
勤務の削減や年次有給休暇の取得促進等に労使協働で取り組
んだ。

総務部行財政改革推
進課
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Ⅲ－Ⅱ－１ Ⅲ－Ⅱ－１ 

１ 方針決定の場への男女共同参画の推進

事 業 平成28年度事業実施概要 担当課

女性農業委員選任
の働きかけ

・農業委員会法の改正を機に、より積極的に女性農業委員の選
任を促した。農業会議および改選予定の農業委員会のうち、
６農業委員会事務局を訪問し、直接の働きかけを実施した。

農林水産部担い手支
援課

農山漁村のつどい
開催

・「農山漁村女性の日」に呼応して、「第29回 農山漁村のつど
い」を開催した。
若い感性を生かした地域活性化をテーマに、世代を超えた連
携を進め、男女(とも)にかがやく新しい農山漁村を創ること
を目的とし、事例報告、講演および農林水産品の展示・即売
を実施した。＜Ⅱ－１の再掲＞

開催日：平成29年２月８日（水）
開催場所：フレンテみえ
参加者数：279名

農林水産部担い手支
援課、水産資源・経
営課、森林・林業経
営課

女性農業委員の拡
大

・農業委員会法改正を機に、新制度の周知徹底と女性の農業委
員の選任に向けた取組を行った。農業会議および改選予定の
農業委員会のうち、６農業委員会事務局を訪問し、直接の働
きかけを実施した。
    (62名(女性農業委員）/681名（農業委員全体）)

農林水産部担い手支
援課

農村・漁村女性ア
ドバイザーの新規
認定

・農村・漁村女性アドバイザーを新規に認定した。
＜Ⅲ－Ⅱ－２の再掲＞

農村女性アドバイザー：２名（計 135名）
漁村女性アドバイザー：３名（計  13名）

農林水産部担い手支
援課、水産資源・経
営課

アドバイザー研修
の実施

・農村・漁村女性アドバイザー研修を実施した。
＜Ⅲ－Ⅱ－２の再掲＞

県内全地域を対象とした研修会：４回
地域単位での研修等：９回

農林水産部担い手支
援課、水産資源・経
営課

畜産女子の取組 ・ 畜産女子の活躍を促進し、畜産業の経営体の発展、成長産業
化につなげるため、畜産女性のスキルアップに資する研修会
の開催及び県外研修会へ参加した。＜Ⅲ－Ⅱ－２の再掲＞

県内全域を対象とした研修会：５回
県外への研修会参加：２回

農林水産部畜産課

商工団体の女性部
等への支援

・商工団体の女性部による、リーダーの養成、経営参画、起業
の促進等の取組を支援した。＜Ⅲ-Ⅱ-２の再掲＞

商工会議所女性部：講習会等の開催数 14回
延べ参加者数      784名

商工会女性部 ：講習会等の開催数 ８回
延べ参加者数      465名

雇用経済部中小企
業・サービス産業振
興課

Ⅲ－Ⅱ 農林水産業、商工業等の自営業における男女共同参画の推進
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Ⅲ－Ⅱ－２ Ⅲ－Ⅱ－２

２ 経営能力や技術の向上支援

事 業 平成28年度事業実施概要 担当課

農村・漁村女性ア
ドバイザーの新規
認定

・農村・漁村女性アドバイザーを新規に認定した。
農村女性アドバイザー：２名（計 135名）
漁村女性アドバイザー：３名（計  13名）

農林水産部担い手支
援課、水産資源・経
営課

アドバイザー研修
の実施

・農村・漁村女性アドバイザー研修を実施した。
県内全地域を対象とした研修会：４回
地域単位での研修等：９回

農林水産部担い手支
援課、水産資源・経
営課

畜産女子の取組 ・ 畜産女子の活躍を促進し、畜産業の経営体の発展、成長産業
化につなげるため、畜産女性のスキルアップに資する研修会
の開催及び県外研修会へ参加した。

県内全域を対象とした研修会：５回
県外への研修会参加：２回

農林水産部畜産課

商工団体の女性部
等への支援

・商工団体の女性部による、リーダーの養成、経営参画、起業
の促進等の取組を支援した。

商工会議所女性部：講習会等の開催数 14回
延べ参加者数      784名

商工会女性部 ：講習会等の開催数 ８回
延べ参加者数      465名

雇用経済部中小企
業・サービス産業振
興課
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Ⅲ－Ⅱ－３ Ⅲ－Ⅱ－３

３ 家族的経営における働きの評価と就業環境の整備

事 業 平成28年度事業実施概要 担当課

家族経営協定締結
の推進

・経営改善計画策定、制度資金活用、ライフステージの変化等
の機会を通じて、家族経営協定の締結を推進した。

28年度新規締結農家数：５戸（累計：375戸）

農林水産部担い手支
援課

農業女子、畜産女
子の取組

・ 出産、育児等により就労を中断した女性の就労の場として農業を
提案する活動を支援した。

  就労体験実施：８農業者圃場、参加者：79名
  雇用への移行者：10名

農林水産部担い手支
援課
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Ⅲ－Ⅱ－４ Ⅲ－Ⅱ－４

４ 起業家等に対する支援

事 業 平成28年度事業実施概要 担当課

商工団体の女性部
等への支援

・商工団体の女性部による、リーダーの養成、経営参画、起業
の促進等の取組を支援した。＜Ⅲ－Ⅱ－２の再掲＞

商工会議所女性部：講習会等の開催数 14回
延べ参加者数      784名

商工会女性部 ：講習会等の開催数 ８回
延べ参加者数      465名

雇用経済部中小企
業・サービス産業振
興課

農村女性起業活動
への支援

・各地域において、女性起業者や起業希望者の農産加工技術向
上等を目的とした研修会等を開催した。
※シリーズ開催は１回としてカウント

開催回数：43回
延べ参加者数：825名

農林水産部担い手支
援課
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Ⅳ－１ Ⅳ－１

１ 家庭、地域、職場におけるバランスのとれた生活への支援

事 業 平成28年度事業実施概要 担当課

「家庭の日」の周
知・啓発

・子どもの豊かな育ちにおける家庭の果たす役割の重要性につ
いて理解を深めるため、「家庭の日」を活用して家族の絆を
深められるような取組等を実施している企業・事業所を「家
庭の日」協力事業所として登録し、その取組内容を県ホーム
ページ等で紹介した。

登録数：103事業所（平成29年３月31日現在）

健康福祉部少子化対
策課

男性の育児参画 ・子どもの生き抜いていく力を育てる「育児男子」を育成する
ことをポイントの一つに位置付けた「みえの育児男子プロ
ジェクト」に関するさまざまな取組を実施した。
＜Ⅲ－Ⅰ－５の再掲＞

〈第３回ファザー・オブ・ザ・イヤーinみえ〉
表彰式開催日：平成28年10月16日（日）
実施場所：三重県総合文化センター
応募総数：402件
内容：表彰式、受賞者紹介、講演会

健康福祉部少子化対
策課

男女共同参画
フォーラムの開催

・男女共同参画センター「フレンテみえ」において、 ワーク
ショップ、講演会、パネル展などを開催した。
＜Ⅱ－１の再掲＞

開催日：平成28年11月６日(日）
参加人数：延べ188名

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

男性講座の実施 ・男女共同参画センター「フレンテみえ」において、男性の地
域・家庭等への参画を啓発する講座などの「男性講座」を開
催した。＜Ⅳ－４の再掲＞

「蝶野正洋講演会」
開催日：平成28年10月16日（日）、参加者数：327名

「男性のためのコミュニケーショントレーニング」
開催日：平成28年12月10日（土）、参加者数：25名

  「『男は泣くな』はもう古い！
イケメソ男子、はじめませんか」

開催日：平成29年２月25日（土）、参加者数：22名

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

地域で活躍できる
人材育成講座

・男女共同参画センター「フレンテみえ」において、地域住民
から相談を受ける民生・児童委員を対象に、問題の背景を読
み解くジェンダーの視点を持つことを目的とした講座を開催
した。

<地域リーダー養成講座>
「男女共同参画の視点から相談支援を考える」

開催日：平成28年６月29日（水）、参加者数：38名

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

Ⅳ 家庭・地域における男女共同参画の推進
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Ⅳ－１ Ⅳ－１

事 業 平成28年度事業実施概要 担当課

仕事と生活の調和
推進のための環境
整備

労使団体と連携して、人事労務担当者等を対象とした働き方
改革に関するセミナーを開催し、県内企業等へのワーク・ラ
イフ・バランスの普及に取り組んだ。＜Ⅲ－Ⅰ－５の再掲＞

参加者：約44名

雇用経済部雇用対策
課

フレンテトーク等
の実施

・フレンテトーク等を実施した。＜Ⅱ－１の再掲＞
開催回数：112回（フレンテトーク106回、

出前フレンテ６回）
対象：市町、団体、企業等

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

子ども家庭相談・
子ども医療ダイヤ
ルの実施

・子どもに関する相談窓口として「子ども家庭相談電話」を実
施するとともに、看護師等が対応する「小児夜間医療・健康
電話相談（みえ子ども医療ダイヤル）」を実施した。
＜Ⅳ－２の再掲＞

相談件数：10,705件
（子ども家庭相談電話：243件、医療ダイヤル：10,462件）

健康福祉部地域医療
推進課、少子化対策
課

保育士等からの相
談に対応

・総合教育センターにおいて保護者や保育士、幼稚園教諭から
の相談に対応した。

相談件数：65件

教育委員会事務局研
修企画・支援課

ファミリー・サ
ポート・センター
の設置促進

・ファミリー・サポート・センターの運営に係る経費の一部を
助成した。＜Ⅳ－２の再掲＞
  助成対象数：21市町
実施市町数：27市町

健康福祉部子育て支
援課
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Ⅳ－２ Ⅳ－２

２ 多様なニーズに対応した子育て支援

事 業 平成28年度事業実施概要 担当課

地域子育て支援セ
ンターの運営支援

・地域における子育て支援の中核となる地域子育て支援セン
ターの運営を補助し、子育て家庭の交流、相談事業活動を行
う市町を支援した。

助成対象数：119箇所
実施市町数：29市町

健康福祉部子育て支
援課

ファミリー・サ
ポート・センター
の設置促進

・ファミリー・サポート・センターの運営に係る経費の一部を
助成した。

助成対象数：21市町
実施市町数：27市町

健康福祉部子育て支
援課

乳幼児を持つ家庭
の支援

・「子育てはっぴいパパ・ママワーク」を開催した。
開催回数：60回 参加人数：789名

健康福祉部少子化対
策課

子ども家庭相談・
子ども医療ダイヤ
ルの実施

・子どもに関する相談窓口として「子ども家庭相談電話」を実
施するとともに、看護師等が対応する「小児夜間医療・健康
電話相談（みえ子ども医療ダイヤル）」を実施した。

相談件数：10,705件
（子ども家庭相談電話：243件、医療ダイヤル：10,462件）

健康福祉部地域医療
推進課、少子化対策
課

保育士等からの相
談に対応

・総合教育センターにおいて保護者や保育士、幼稚園教諭から
の相談に対応した。＜Ⅳ－１の再掲＞

相談件数：65件

教育委員会事務局研
修企画・支援課

早期からの一貫し
た教育支援体制整
備

・障がいのある子どもたちへの支援が早期から行われ、学校間
で支援情報が引き継がれるよう、小中学校におけるパーソナ
ルカルテの活用状況を把握し、市町教育委員会と連携して、
学校へ活用を働きかけた。

特別支援学級においてパーソナルカルテを活用している
小中学校の割合：70.7%

教育委員会事務局特
別支援教育課

多様な保育等への
支援

・低年齢児保育、延長保育、一時保育、休日保育、病児・病後
児保育等の多様なニーズに対応する取組への補助を行った。

休日保育実施数：16か所
病児・病後児保育事業
実施市町：18市町（広域利用含む）

健康福祉部子育て支
援課
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Ⅳ－２ Ⅳ－２

事 業 平成28年度事業実施概要 担当課

預かり保育の支援 ・預かり保育を実施している私立幼稚園に対し、その経費の一
部を助成した。

助成幼稚園数：34園

健康福祉部子育て支
援課

・放課後児童クラブの設置・運営に係る経費の一部を助成し
た。

放課後児童健全育成事業 実績クラブ数：360クラブ

・放課後児童クラブの指導員等を対象に研修を実施した。
放課後児童支援員県認定資格研修
開催回数：県内４か所 各４回
子育て支援員研修（放課後児童コース）
開催回数：県内１か所 計１回

みえ次世代育成応
援ネットワーク事
業の拡充

・次世代育成支援の具体的な取組を進めるため、みえ次世代育
成応援ネットワークの会員企業・団体の拡大を図った。

会員数：1,500団体・企業（平成29年３月31日現在）

健康福祉部少子化対
策課

・11月の「子ども虐待防止啓発強化月間」において、会員企
業・団体が取組に参画し、県が実施するキックオフセレモ
ニーや街頭啓発への参加や子ども虐待防止・いじめ防止に関
する会員独自の活動を行った。

・子どもや子育て家庭を中心に、さまざまな人の交流を図り、
社会全体で子育てを応援する気運を醸成するため、「子育て
応援！わくわくフェスタ」を実施した。

開催日：平成28年11月19日（土）～20日（日）
開催場所：県立みえこどもの城
出展団体・企業等：61団体・企業
参加者数：約8,500名

「イクボス」の推
進

・職場でともに働く部下の仕事と家庭の両立を応援する“イク
ボス”の取組や精神が広がり、女性の活躍や男性の育児参画
が当たり前となる社会をめざすため、企業経営者等で構成す
る「みえのイクボス同盟」を発足した。

発足日：平成28年４月19日（火）
同盟加盟数：107企業・団体（平成29年３月31日現在）

健康福祉部少子化対
策課

健康福祉部子育て支
援課

放課後児童クラブ
の設置・運営支援
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Ⅳ－３ Ⅳ－３

３ 介護を支援する環境の整備

事 業 平成28年度事業実施概要 担当課

ホームページでの
情報提供

・県のホームページにおいて、介護保険制度の仕組みなど高齢
者福祉・介護保険に関するさまざまな情報を提供した。

健康福祉部長寿介護
課

老人福祉施設等の
整備

・老人福祉施設等の整備を支援した。
主な整備数：特別養護老人ホーム ５施設 240床

健康福祉部長寿介護
課

・地域包括支援センターに係る研修会を開催した。
開催回数：２回

・地域ケア会議や事例検討会へ専門家を派遣した。
派遣件数：13件

・介護予防事業従事者向け研修会等を開催した。
開催回数：３回

介護サービス等に
関する相談

・三重県国民健康保険団体連合会等が介護サービス利用者や家
族等からの相談、苦情に対応した。

健康福祉部長寿介護
課

介護保険相談・苦
情・事故発生時の
対応マニュアルの
配布

・介護サービスに関する相談・苦情があったときや、事故が発
生したときの対応マニュアルを全ての介護サービス事業所、
保険者（市町等）に配付し、介護サービスの質の向上を図る
ための情報を共有した。

健康福祉部長寿介護
課

介護支援専門員の
育成

・介護支援専門員（ケアマネジャー）実務研修受講試験および
実務研修を実施した。

受験申込者：2,036名
累計登録者：9,853名（見込み）
実務研修修了者：218名
研修修了者数：専門研修課程Ⅰ 191名

専門研修課程Ⅱ 517名
主任介護支援専門員研修 98名
主任介護支援専門員更新研修 203名

健康福祉部長寿介護
課

広域的・専門的な
障がい者の相談支
援

・県内９障害保健福祉圏域に設置されている広域的な相談支援
窓口において相談支援を実施した。

相談登録者数：6,957名（平成29年３月31日時点）
また、自閉症・発達障がい、高次脳機能障がい、重症心身障
がいに関する高度で専門的な相談支援を実施した。
＜Ⅴ－Ⅰ－３の再掲＞

健康福祉部障がい福
祉課

地域包括支援セン
ター運営の支援

健康福祉部長寿介護
課
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Ⅳ－４ Ⅳ－４

４ 地域活動における男女共同参画の促進

事 業 平成28年度事業実施概要 担当課

男女共同参画
フォーラムの開催

・男女共同参画センター「フレンテみえ」において、 ワーク
ショップ、講演会、パネル展などを開催した。
＜Ⅱ－１の再掲＞

開催日：平成28年11月６日(日）
参加人数：延べ188名

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

男性講座の実施 ・男女共同参画センター「フレンテみえ」において、男性の地
域・家庭等への参画を啓発する講座などの「男性講座」を開
催した。

「蝶野正洋講演会」
開催日：平成28年10月16日（日）、参加者数：327名

「男性のためのコミュニケーショントレーニング」
開催日：平成28年12月10日（土）、参加者数：25名

  「『男は泣くな』はもう古い！
イケメソ男子、はじめませんか」

開催日：平成29年２月25日（土）、参加者数：22名

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

フレンテトーク等
の実施

・フレンテトーク等を実施した。＜Ⅱ－１の再掲＞
開催回数：112回（フレンテトーク106回、

 出前フレンテ６回）
対象：市町、団体、企業等

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

事業での託児実施 ・男女共同参画センター「フレンテみえ」が主催する全ての事
業について託児を実施した。総合文化センターでは､一部の主
催事業で託児を実施した。＜Ⅱ－３の再掲＞

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

情報誌の発行・
ネットワーク化の
支援

・市民活動ボランティアニュースを発行(毎月１万部)するとと
もに、ＮＰＯ等の活動やネットワーク化の支援を行った。

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

ボランティア活動
の促進

・県ボランティアセンターにおいて、ボランティア活動に関す
る情報提供およびボランティアコーディネーター養成研修を
実施した。

〈ボランティアセンターメールマガジンの配信〉
登録者数：177名
配信回数：24回

〈養成研修〉
開催回数：全６回
参加者数：23名

健康福祉部地域福祉
課
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Ⅳ－４ Ⅳ－４

事 業 平成28年度事業実施概要 担当課

地域で育むユニ
バーサルデザイン
学校出前授業の実
施

・ユニバーサルデザインの意識づくりを進めるため、さまざま
な主体と連携し、次世代を担う子どもたちに対し学校出前授
業を実施した。＜Ⅴ－Ⅰ－３再掲＞

対象校：小・中・高等学校
実施数：30校
参加者：2,253名

健康福祉部地域福祉
課

「三重おもいやり
駐車場利用証制
度」の実施

・身体に障がいのある方や妊産婦などで、歩行が困難な方の外
出を支援するため、公共施設や商業施設などにある「おもい
やり駐車場」の利用証を交付する「三重おもいやり駐車場利
用証制度」の普及啓発を実施した。＜Ⅴ－Ⅰ－３の再掲＞

利用証交付者数：46,579名（うち妊産婦11,849名）
（平成29年３月31日までの累計）

 「おもいやり駐車場」登録届出数：2,075施設4,149区画
（平成29年３月31日現在）

健康福祉部地域福祉
課

消防団活性化促進
事業

・三重県消防協会と連携し、全国の女性消防団が集まり、女性
消防団独自の活動や火災予防に係る活動報告などの発表が行
われる、全国女性消防団活性化北海道大会へ県内から参加す
る女性消防団員等に参加のための支援を行った。

開催日：平成28年６月５日（日）
  場所：北海道札幌市
  参加者：県内参加者77名（事務局含む）

防災対策部消防・保
安課

女性防災人材の育
成

・「三重県・三重大学 みえ防災・減災センター」の人材育成事
業において、市町、地域や企業の防災対策における意思決定
や防災、災害時の活動を担い得る女性防災人材の育成を図っ
た。
【講座概要】
〈女性を中心とした専門職防災研修〉
平成28年７月～10月の間で、共通４日間、専門(２種類：
①医療・看護分野、②保健・福祉・介護分野)２日間の
計６日間17講座を開催

修了者数：27名（うち女性25名）
〈みえ防災コーディネーター育成講座（女性と若い世代を
中心に受講者を募集）〉
平成28年７月～10月の間で育成講座を10回開催し、みえ
防災コーディネーターの新規育成を行った。

認定者数：55名（うち女性23名）

防災対策部防災企
画・地域支援課

「避難所運営マ
ニュアル策定指
針」の水平展開

・男女共同参画の視点を取り入れた避難所運営や、避難所にお
ける障がい者、外国人への配慮について、「三重県避難所運
営マニュアル策定指針」および「三重県避難所運営マニュア
ル基本モデル」を用いた避難所単位の運営マニュアル作成の
取組が、県内地域に水平展開されるよう、市町の取組に対し
実地支援を行った結果、新たに四日市市の４地区や熊野市で
も実施されるなど、合わせて９市町13地区で取組が行われ
た。

防災対策部防災企
画・地域支援課
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Ⅴ－Ⅰ－１ Ⅴ－Ⅰ－１

１ 生涯にわたる健康の管理・保持・増進の支援

事 業 平成28年度事業実施概要 担当課

健康づくりへの取
組推進

・健康づくりを推進する市町、企業、団体等に対し、会議や研
修会の機会を利用し、健康づくりの取組の働きかけを行っ
た。また、「健康づくり推進事業者」１社を登録するととも
に、公表した。

〈平成28年度登録先〉(平成29年３月31日現在）
たばこの煙のない環境づくり推進事業者：５社
健康づくり推進事業者：６社

健康福祉部健康づく
り課

地域での取組実施 ・平成25年度に発足した「地域の健康づくり研究会」を１回実
施し、ソーシャルキャピタルを活用した健康づくりを推進し
た。

健康福祉部健康づく
り課

みえの健康指標の
策定

・健康づくり事業を進める上で重要な保健医療情報である「み
えの健康指標」を提供した。

健康福祉部健康づく
り課

県立学校体育施設
の一般開放

・諸事情により開放できない２校を除く全ての県立学校におい
て施設を一般に開放した。

開放校数：69校
利用件数：13,103件
利用人数：240,586名

教育委員会事務局保
健体育課

総合型地域スポー
ツクラブの育成支
援

・総合型地域スポーツクラブの育成支援を実施した。
  平成29年３月31日現在のクラブ数：28市町64クラブ

地域連携部スポーツ
推進課

みえスポーツフェ
スティバルの開催

・県民に幅広いスポーツ・レクリエーション活動を実践する場
をつくり、スポーツ・レクリエーション活動の普及・振興を
図るため、「みえスポーツフェスティバル」を開催した。

平成28年度参加者数：25,586人

地域連携部スポーツ
推進課

女性アスリートの
ための専用相談窓
口の設置

・三重県産婦人科医会と連携し、女性アスリートが抱える諸問
題について実態を把握するとともに、助言が行えるように相
談窓口の設置や専門家の派遣によりサポートを図った。

相談窓口開設：28回
出張相談開設：２回

地域連携部競技力向
上対策課

女性アスリート及
び指導者への研修
会の開催

・女性アスリート及び指導者への研修会を年２回開催した。
○第１回研修会
テーマ:「月経の基礎知識及び月経対策について」
開催日:平成28年６月５日（日）
場  所:プラザ洞津

○第２回研修会
テーマ:「スポーツドクターから伝えたい女性の

からだの基礎知識」
開催日:平成28年10月29日（土）
場 所:三重県立看護大学 講堂

地域連携部競技力向
上対策課

Ⅴ 心身の健康支援と性別に基づく暴力等への取組
Ⅴ－Ⅰ 生涯を通じた男女の健康と生活の支援
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Ⅴ－Ⅰ－２ Ⅴ－Ⅰ－２ 

２ 性と生殖に関する健康支援の充実

事 業 平成28年度事業実施概要 担当課

ライフプラン教育
総合推進事業「妊
娠・出産等に関す
る高校生の学び支
援事業」

・学校が産婦人科医、助産師等の専門家を招聘し、生徒、教職
員、保護者等に対して、学校や生徒の実態に応じた妊娠、出
産の医学的知識等の習得に関する講座や講習会等を開催し
た。

派遣回数：23回

教育委員会事務局保
健体育課

思春期健康支援 ・各保健所で思春期のこころと身体に関する電話相談を実施す
るとともに、学校等関係機関と協議し、健康教育を実施し
た。

健康福祉部子育て支
援課

周産期医療体制の
整備

・総合周産期母子医療センター２か所と、地域周産期母子医療
センター３か所を中核に周産期医療体制の運営を行った。

健康福祉部地域医療
推進課

不妊専門相談セン
ター

・「不妊専門相談センター」において不妊に関する電話相談を
実施した。

相談件数：232 件

健康福祉部子育て支
援課

不妊相談検討会 ・不妊に関する各分野の代表で構成する「不妊相談検討会」に
おいて、不妊相談の効果的な実施および今後のあり方につい
て検討するとともに、関係諸機関とも協議を重ね円滑な連携
に努めた。

検討会実施回数：１回

健康福祉部子育て支
援課

特定不妊治療費助
成事業の実施

・特定不妊治療（体外受精・顕微授精）を受けた夫婦に対して
その費用の一部を助成した。

助成件数：2,149件

健康福祉部子育て支
援課

へき地等で勤務す
る医師および小児
科、産婦人科など
の医師確保

・三重県医師修学資金貸与制度の運用を通じて、小児科、産婦
人科など医師不足が著しい診療科の医師およびへき地等で勤
務する医師の確保に努めた。

新規修学資金貸与者：51名

健康福祉部地域医療
推進課

看護職員の確保お
よび定着促進

・看護学生に対する修学資金の貸与等により看護職員の確保に
努めるとともに、院内保育所の設置支援、新卒看護職員研修
会の開催など、看護職員の定着促進の取組を進めた。

看護師等修学資金新規貸与者：26名
  新卒看護職員研修会の開催：７回

新卒助産師研修会の開催：５回

健康福祉部地域医療
推進課
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Ⅴ－Ⅰ－３ Ⅴ－Ⅰ－３

３ 自立のための生活支援

事 業 平成28年度事業実施概要 担当課

地域で育むユニ
バーサルデザイン
学校出前授業の実
施

・ユニバーサルデザインの意識づくりを進めるため、さまざま
な主体と連携し、次世代を担う子どもたちに対し学校出前授
業を実施した。

対象校：小・中・高等学校
開催数：30校
参加者：2,253名

健康福祉部地域福祉
課

「三重おもいやり
駐車場利用証制
度」の実施

・身体に障がいのある方や妊産婦などで、歩行が困難な方の外
出を支援するため、公共施設や商業施設などにある「おもい
やり駐車場」の利用証を交付する「三重おもいやり駐車場利
用証制度」の普及啓発を実施した。

利用証交付者数：46,579名（うち妊産婦11,849名）
（平成29年３月31日までの累計）

 「おもいやり駐車場」登録届出数：2,075施設 4,149区画
（平成29年３月31日現在）

健康福祉部地域福祉
課

・三重県居住支援連絡会との連携によりフォーラムを１回開催
し、住まい改修アドバイザーのスキルアップを図った。

・既設県営住宅のバリアフリー化のため、18戸の高齢者仕様の
住戸改善工事を行った。

県庁舎のバリアフ
リー化の推進

・バリアフリー対策として、本庁舎において平成28年度に多機
能トイレを増設した。

総務部管財課

県立学校施設整備 ・県立学校のバリアフリー化推進のため、多目的トイレを２校
に、エレベーターを１校に整備した。

教育委員会事務局学
校経理・施設課

高齢者の活動支援 ・高齢者が健康で生きがいを持った生活をおくるため、ボラン
ティア活動などの地域貢献活動を行う老人クラブおよび県・
市町老人クラブ連合会の活動を支援した。

助成対象老人クラブ数：1,700か所

健康福祉部長寿介護
課

ホームページでの
情報提供

・県のホームページにおいて、介護保険制度の仕組みなど高齢
者福祉・介護保険に関するさまざまな情報を提供した。
＜Ⅳ－３の再掲＞

健康福祉部長寿介護
課

老人福祉施設等の
整備

・老人福祉施設等の整備を支援した。＜Ⅳ－３の再掲＞
主な整備数：特別養護老人ホーム ５施設 240床

健康福祉部長寿介護
課

バリアフリー化の
推進

県土整備部住宅政策
課
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事 業 平成28年度事業実施概要 担当課

高年齢者の雇用促
進

・シルバー人材センターの機能充実に向けた支援に取り組むと
ともに、関係機関と連携し、就職面接会を県内で３回開催す
るなど、高年齢者の雇用促進を図った。

参加者：281名

雇用経済部雇用対策
課

障がい者の環境改
善支援

・在宅の重度障がい者(児)に対し、浴槽、特殊寝台などの日常
生活用具の給付事業を実施する市町に補助を行った。

健康福祉部障がい福
祉課

・障がい者の地域移行を進めるため、グループホーム等や日中
活動の場の整備に取り組むとともに、福祉型障害児入所施設
にコーディネーターを配置し過齢児の地域移行を進めた。ま
た、重度障がい者等が円滑に地域移行できるよう生活支援を
行った。

在宅心身障がい児
（者）支援

・在宅の心身障がい児（者）を支援し、介護者の負担軽減を図
るため、居宅介護、生活介護、短期入所、児童発達支援、放
課後等デイサービス等の経費を支給した市町に対し費用の一
部を負担した。

健康福祉部障がい福
祉課

広域的・専門的な
障がい者の相談支
援

・県内９障害保健福祉圏域に設置されている広域的な相談支援
窓口において相談支援を実施した。

相談登録者数：6,957名（平成29年３月31日時点）
また、自閉症・発達障がい、高次脳機能障がい、重症心身障
がいに関する高度で専門的な相談支援を実施した。

健康福祉部障がい福
祉課

・障がい者の就職を促進するため、就業を目的とした職業訓練
を委託実施し、職業訓練の機会を提供した。

受講者：33名（うち前年度からの繰越８名）

・身体障がい者を対象にＯＡ事務等に関する職業訓練を実施
し、就業を支援した。

受講者:８名

障がい者の就労支
援

・障がい者の就労を支援すべく就労安心事業等を実施した。
就労安心事業：64名
県庁舎における職場実習事業：３名
就労支援講座：５名

・障害者総合支援法に基づく就労移行支援事業所等を指定し
た。

就労移行支援事業所：10か所
就労継続支援Ａ型事業所：９か所
就労継続支援Ｂ型事業所：10か所

健康福祉部障がい福
祉課

障がい者に対する
職業訓練の提供

雇用経済部雇用対策
課
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特別支援学校卒業
生の就労支援

・特別支援学校の生徒が企業へ就労できるよう、生徒本人の適
性を十分に把握した上で、適した職種・業務と必要な支援の
方法を企業に提案する形の職場開拓を行った。

・外部人材として、県教育委員会事務局にキャリア教育
マネージャー（１名）、特別支援学校にキャリア教育
サポーター（４名）を配置

  ・企業訪問数  （3,157回）
・就労支援会議（12回）
・特別支援学校高等部生徒の一般企業就職希望者就職率

（100％）

教育委員会事務局特
別支援教育課

早期からの一貫し
た教育支援体制整
備

・障がいのある子ども一人ひとりの教育的ニーズに応じた指導
支援を行うため、小中学校におけるパーソナルカルテの活用
状況を把握し、市町教育委員会と連携して、学校へ活用を働
きかけた。＜Ⅳ－１の再掲＞

特別支援学級においてパーソナルカルテを活用している
小中学校の割合：70.7%

教育委員会事務局特
別支援教育課

ひきこもる若者の
自立支援

・ひきこもりの予防や長期化の防止に向け、専門相談や家族教
室の実施、関係機関職員の研修会を開催した。また、関係機
関支援ネットワークの構築に取り組んだ。

研修会および講演会実施回数：３回

健康福祉部健康づく
り課

母子・父子自立支
援員の配置

・母子・父子自立支援員を各福祉事務所に配置し、母子父子家
庭および寡婦等からの相談に応じ、自立に必要な支援を実施
した。

健康福祉部子育て支
援課

資金の貸付 ・母子家庭の母、父子家庭の父および寡婦等に対し、経済的安
定と生活意欲の助長を図るとともに、扶養している児童の福
祉を増進するため、資金の貸付を実施した。

貸付件数：384 件

健康福祉部子育て支
援課

家庭生活支援員の
派遣

・修学等自立促進に必要な事由、疾病等の事由により一時的に
生活援助、保育等のサービスが必要であったり、あるいは生
活環境の激変により日常生活を営むのに支障が生じている一
人親家庭等に対して、家庭生活支援員の派遣を実施する市町
を支援した。

健康福祉部子育て支
援課

・児童養護施設入所児童に対し、児童相談所と施設が協議しな
がら自立支援の視点に立った指導の充実を図った。

健康福祉部子育て支
援課

・児童養護施設、母子生活支援施設等に心理療法職員を配置
し、入所児童等の心のケアを行った。

児童養護施設入所
児童等への相談援
助

65



Ⅴ－Ⅰ－３ Ⅴ－Ⅰ－３

事 業 平成28年度事業実施概要 担当課

ひとり親家庭の自
立支援

・「ひとり親家庭等自立促進計画」に基づいて、母子・父子家
庭に対する相談支援体制、医療費の助成などの経済的支援
策、養育費の確保策等の総合的な生活支援を推進し、ひとり
親家庭等の自立を支援した。

健康福祉部医務国保
課、子育て支援課

県営住宅の優先募
集

・母子・父子世帯、ＤＶ被害者、高齢者世帯等の生活の安定の
ため、県営住宅の入居抽選にあたって、優先的取扱いを行っ
た。平成28年度は12戸の優先入居を行った。

県土整備部住宅政策
課

・多言語（７言語）による外国人住民の相談窓口を設置して、
生活全般にわたるさまざまな相談に応じるほか、外国人相談
窓口担当者等研修会を開催（３回、参加者数64名）した。

・医療通訳育成研修（ポルトガル語・スペイン語・フィリピノ
語・中国語）を開催し、医療通訳ボランティアの人材育成を
図った（参加者数60名）。

・災害時に外国人住民への支援活動を行う「災害時外国人サ
ポーター」を養成する研修を開催（桑名市、鈴鹿市 参加者
数83名）したほか、外国人住民を主な対象とした避難所訓練
を開催（桑名市、鈴鹿市 参加者数86名）した。

・外国人住民の消費者被害防止のための研修会を開催（亀山
市、松阪市 参加者数46名）した。

・外国人住民の地域社会への参加・参画を進めるため、外国人
住民が生活していく上で必要となる基本的な行政や制度に関
する情報を、多言語ホームページ（ポルトガル語、スペイン
語、フィリピノ語、中国語、英語、日本語）で、外国人住民
のニーズに合った形で迅速に提供（ビデオ情報６件、文字情
報48件）した。

・日本語教室の日本語指導ボランティアが、学習者の多様な
ニーズに対応できるよう、研修会（スキルアップ研修）を市
町等と連携して開催（松阪市、桑名市 参加者数52名）し
た。

ライフプラン、生
活設計等について
の情報提供

・金融広報委員会と共催し、ライフプラン、生活設計等につい
て、講演や講座等を24回実施した。

参加人数：延べ537名

環境生活部くらし・
交通安全課

啓発資料の作成 ・性的マイノリティの人びとの人権に関する啓発パネルを作成
した。＜Ⅱ-１の再掲＞

環境生活部人権セン
ター

県民人権講座 ・「『じぶん まる！』～性って誰かに決められるもの？～」
と題した講座を開催した。＜Ⅱ-１の再掲＞

参加者数：409名

環境生活部人権セン
ター

教材の開発 ・男女共同参画センター「フレンテみえ」において、啓発パネ
ル『LGBTって、なに？』を作成し、LGBTに関しての調査研究
に向けて情報収集などを行った。＜計画－７の再掲＞

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

多文化共生社会実
現への取組

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課
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事 業 平成28年度事業実施概要 担当課

生活困窮者への相
談支援・就労支援

・三重県生活相談支援センターにおいて、生活困窮者への相談
支援を行うとともに、就労支援を行いました。

新規相談件数：111件 相談延べ回数：323回
就労者数：13名

健康福祉部地域福祉
課

住居確保給付金の
支給

・離職等により経済的に困窮し、住居喪失者又は住居喪失のお
それのある者で収入・資産など一定の要件を満たす者につい
て、住居確保給付金の支給を行いました。

支給件数：１件

健康福祉部地域福祉
課

バリアフリー観光
の推進

・障がい者、高齢者など移動に困難を伴う方が旅行時に必要な
情報を広く発信するとともに、受入側もバリアフリー観光に
関する情報提供や相談に対応しやすくすることで、地域にお
けるコンシェルジュ機能を充実するため、バリアフリー観光
にかかる研修を実施した。

雇用経済部観光政策
課

・バリアフリーコンシェルジュ研修の開催
県内観光案内窓口等のコンシェルジュ機能の向上による案内
機能の強化を図るため、県内２か所で研修を開催した。

名張会場（平成28年11月30日（水）参加者194名）
紀北会場（平成29年３月16日（木）参加者29名）

・ バリアフリー観光セミナーの開催
三重県のバリアフリー観光の推進を図るため、県内観光事

業者、観光地行政関係者、観光によるまちづくりに関心のあ
る方を対象に、県内２か所でセミナーを開催した。

①テーマ：イベント成功のカギに
パーソナルバリアフリー基準あり

開催日：平成28年10月27日（木）
場 所：三重県伊勢庁舎 401会議室
参加者：30名以上

②テーマ：集客売上10倍の成功例をもとに導く
バリアフリー観光の秘密

    開催日：平成29年２月20日（月）
場 所：志摩市商工会館1階 多目的ホール
参加者：55名
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１ 関係機関の連携による支援体制等の整備

事 業 平成28年度事業実施概要 担当課

アンケート調査の
実施

・女性に対する暴力防止セミナーで参加者アンケートを実施
し、ＤＶに関する現状把握に努めた。

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

配偶者暴力相談支
援センター事業

・女性相談所を配偶者暴力相談支援センターとして位置づけ、
関係機関と連携し、総合的な支援を実施するとともに心理判
定員や精神科医師などの専門職員による心のケアも実施し
た。＜Ⅴ－Ⅱ－２の再掲＞

相談件数：401件

健康福祉部子育て支
援課

一時保護の実施 ・女性相談所において一時保護を実施するとともに、母子生活
支援施設等へ一時保護を委託した。＜Ⅴ－Ⅱ－２の再掲＞

一時保護実施人数：実人員60名（本人）
施設等への一時保護委託人数：実人員７名（本人）

健康福祉部子育て支
援課

相談員の資質向上 ・県内の女性相談員等の資質向上を図るため、研修会を開催し
た。＜Ⅴ－Ⅱ－２の再掲＞

開催回数：４回

健康福祉部子育て支
援課

男女共同参画セン
ターでの相談

・男女共同参画センター「フレンテみえ」において、男女がと
もに自分らしく生きていく上でのさまざまな悩みについて電
話相談、面接相談を実施した。

ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）に関する
相談件数：384件

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

配偶者からの暴力
防止等連絡会議を
開催

・関係機関相互の情報共有、連携を図るために「配偶者からの
暴力防止等連絡会議」を開催した。
［構成機関］
警察本部、地方法務局、家庭裁判所、福祉事務所、母子生活
支援施設協議会、医師会、歯科医師会、男女共同参画セン
ター、人権センター等

開催回数：１回

健康福祉部子育て支
援課

地域配偶者等暴力
防止会議の設置

・地域の関係機関の連携のため、「地域配偶者等暴力防止会
議」を開催した。

開催回数：５回

健康福祉部子育て支
援課

相談機関ネット
ワーク会議の開催
など

・県内の相談機関により構成される「三重県犯罪被害者支援連
絡協議会」を開催し、関係機関・団体との意見交換を行っ
た。

開催日：平成28年10月４日（火）

警察本部警務部広聴
広報課

Ⅴ－Ⅱ 男女共同参画を阻害する暴力等への取組
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事 業 平成28年度事業実施概要 担当課

民間の被害者支援
団体と連携した支
援の実施

・犯罪被害者支援のための民間団体「公益社団法人みえ犯罪被
害者総合支援センター」と連携し、被害者やその家族に対す
る支援、援助業務を実施するとともに各種講習会、研修会を
通じて関係機関・団体との意見交換を実施した。

警察本部警務部広聴
広報課

担当者の資質向上 ・犯罪被害者支援および安全相談を担当する警察職員を対象
に、資質向上のための研修を実施した。

実施回数：14回 受講者：317名
犯罪被害者支援要員（236名）による犯罪被害者支援
運用件数：256件

警察本部警務部広聴
広報課

・ストーカー及び配偶者暴力対策を担当する警察職員を対象
に、資質向上のための研修を実施した。

○ストーカー及び配偶者暴力対策研修会
    参加者：65名

○恋愛感情等のもつれに起因する暴力的事案対策専科
参加者：18名

○人身安全関連事案対処実戦塾
参加者：45名

○ストーカー規制法改正に係る担当課長等会議
参加者：50名

警察本部生活安全部
人身安全対策課

・犯罪被害者支援の専門知識・技術の習得のため、三重県産婦
人科医会主催の研修会等に参加した。

警察本部警務部広聴
広報課

差別をなくす強調
月間

・差別をなくす強調月間（11月11日～12月10日）にテレビス
ポットを放映、街頭啓発を実施した。＜Ⅱ－１の再掲＞

環境生活部人権セン
ター

・「犯罪被害者週間(11月25日～12月１日)」をはじめ、さまざ
まな機会を通じた広報・啓発活動を推進した。

警察本部警務部広聴
広報課

〈犯罪被害者支援を考える集い〉
開催日：平成28年11月30日（水）
場所：津市

・「女性に対する暴力をなくす運動」期間中、ラジオ放送を活
用し、ストーカー・ＤＶ被害の早期相談等について広く県民
に広報したほか、交番・駐在所の広報紙を活用した相談窓口
の紹介や、関係機関と協働した主要駅、ショッピングセン
ターにおける広報啓発活動を実施した。

警察本部生活安全部
人身安全対策課

ＤＶ相談先カード
の配布

・加害者に気付かれずに相談機関を利用できるよう配慮した名
刺サイズのＤＶ相談先一覧カード（日本語含む７か国語版）
を関係機関へ配布した。＜Ⅴ－Ⅱ－２の再掲＞

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

広報啓発活動の推
進
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Ⅴ－Ⅱ－１ Ⅴ－Ⅱ－１ 

事 業 平成28年度事業実施概要 担当課

女性に対する暴力
防止セミナーと啓
発の実施

・県民に向けた啓発セミナーとして、「女性に対する暴力防止
セミナー」を実施した。＜Ⅴ－Ⅱ－２の再掲＞

開催日：平成28年11月12日（土）
内容：「性と性暴力

～子どもへの関わり方を実践で学ぶ～」
講師：エンパワメント・センター主宰 森田ゆり氏
参加者：52名

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

・「女性に対する暴力をなくす運動」期間に内閣府の呼びかけ
で行われる「パープルライトアップ」を実施した。同時に県
内男女共同参画センター、市町へ呼びかけ、パネル展示など
の連動事業を行った。＜Ⅴ－Ⅱ－２の再掲＞

開催日：平成28年11月11日（金）～20日（日）
参加者：延べ400名、連携参加市町９市町

・平成24年度に行った「デートＤＶ」に関するアンケート調査
の結果を活用し、セミナーでの啓発や高等学校等への出前講
座を実施した。＜Ⅴ－Ⅱ－２の再掲＞

実施回数：10回

ＤＶ被害者のケ
ア・予防策

・男女共同参画センター「フレンテみえ」において、ＤＶ被害
者のケアや予防策として、自己尊重・自己主張トレーニング
を実施した。＜Ⅴ－Ⅱ－２の再掲＞

自己尊重トレーニング：全５回、延べ83名
自己主張トレーニング：全５回、延べ111名

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

・若年男女間の暴力（いわゆるデートＤＶ）防止に向けた啓発
を行うとともに、デートＤＶに係る相談を受け対応した。
＜Ⅴ－Ⅱ－２の再掲＞

・若年男女間の暴力（いわゆるデートＤＶ）防止のための学習
活動の充実を図るため、県教育委員会作成の人権学習指導資
料等の活用を促進するとともに、教職員の指導力向上に資す
るための資料提供を行った。＜Ⅴ－Ⅱ－２の再掲＞

健康福祉部子育て支
援課、教育委員会事
務局生徒指導課、人
権教育課

デートＤＶの防止
に向けた啓発等
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Ⅴ－Ⅱ－１ Ⅴ－Ⅱ－１ 

事 業 平成28年度事業実施概要 担当課

地域人権啓発事業 ・各地域防災総合事務所・地域活性化局が中心となってミニ人
権講座、行政機関等のトップセミナー、講演会などを実施し
た。＜Ⅱ－１の再掲＞

参加者数：5,185名

環境生活部人権セン
ター

人権文化のまちづ
くり創造事業

・研修テキスト「人権のまちづくりのすすめ」を活用した、住
民等が主体となった研修会に講師等を派遣した。（すべての
人にやさしい人権のまちづくり研修支援事業）
＜Ⅱ－１の再掲＞

研修会等の開催：計43回

環境生活部人権課

人権相談ネット
ワーク会議の開催

・18の行政関係相談機関により人権相談に係る意見、情報の交
換や連絡調整など連携を図った。

開催回数：２回

環境生活部人権セン
ター

みえ地域人権相談
ネットワーク構築
事業

・地域住民の身近な人権相談に応じるため、民間相談員（ＮＰ
Ｏ・自主活動団体相談員含む）と行政機関相談員が互いに交
流し、人権に配慮した相談体制の充実が図れるよう、講座・
研修会を開催した。また、相談員交流会を１回開催した。

12講座開催、参加者計：686名

環境生活部人権セン
ター

加害者への対応・
被害者保護

・配偶者暴力事案を56件検挙したほか、被害者の保護対策とし
て、配偶者暴力防止法に基づく援助措置を350件実施し、被害
の未然防止・拡大防止を図った。

警察本部生活安全部
人身安全対策課

・ストーカー事案を31件検挙したほか、ストーカー規制法に基
づく警告や禁止命令を70件発出した。
また、被害者の保護対策として、同法に基づく援助措置を173
件実施し、被害の未然防止・拡大防止を図った。

専門家による相談
を実施

・「少年相談110番」をはじめとした少年相談活動を実施した。
相談件数：476件

警察本部生活安全部
少年課

・「公益社団法人みえ犯罪被害者総合支援センター」と連携す
るなど、性犯罪被害者、ＤＶ被害者、児童虐待被害者等に対
する専門家による専門相談（法律相談・カウンセリング）を
実施した。
  法律相談：３件、カウンセリング：４件

警察本部警務部広聴
広報課
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Ⅴ－Ⅱ－２ Ⅴ－Ⅱ－２

２ ドメスティック・バイオレンス対策の推進

事 業 平成28年度事業実施概要 担当課

配偶者暴力相談支
援センター事業

・女性相談所を配偶者暴力相談支援センターとして位置づけ、
関係機関と連携し、総合的な支援を実施するとともに心理判
定員や精神科医師などの専門職員による心のケアも実施し
た。

相談件数：401件

健康福祉部子育て支
援課

一時保護の実施 ・女性相談所において一時保護を実施するとともに、母子生活
支援施設等へ一時保護を委託した。

一時保護実施人数：実人員60名（本人）
施設等への一時保護委託人数：実人員７名（本人）

健康福祉部子育て支
援課

女性相談員の配置 ・女性相談所、各福祉事務所に女性相談員を８人配置し、身近
に相談できる体制を整備した。

健康福祉部子育て支
援課

相談員の資質向上 ・県内の女性相談員等の資質向上を図るため、研修会を開催し
た。

開催回数：４回

健康福祉部子育て支
援課

配偶者からの暴力
防止等連絡会議を
開催

・関係機関相互の情報共有、連携を図るために「配偶者からの
暴力防止等連絡会議」を開催した。＜Ⅴ－Ⅱ－１の再掲＞
［構成機関］
警察本部、地方法務局、家庭裁判所、福祉事務所、母子生活
支援施設協議会、医師会、歯科医師会、男女共同参画セン
ター、人権センター等

開催回数：１回

健康福祉部子育て支
援課

地域配偶者等暴力
防止会議の設置

・地域の関係機関の連携のため、「地域配偶者等暴力防止会
議」を開催した。＜Ⅴ－Ⅱ－１の再掲＞

開催回数：５回

健康福祉部子育て支
援課

男女共同参画セン
ターでの相談

・男女共同参画センター「フレンテみえ」において、男女がと
もに自分らしく生きていく上でのさまざまな悩みについて電
話相談、面接相談を実施した。＜Ⅴ－Ⅱ－１の再掲＞

ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）に関する
相談件数：384件

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

人権センターでの
相談

・人権センターの人権相談における、ＤＶに関する相談
対応数：７件

環境生活部人権セン
ター
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Ⅴ－Ⅱ－２ Ⅴ－Ⅱ－２

事 業 平成28年度事業実施概要 担当課

ＤＶ防止基本計画
の推進

・平成18年３月に策定した「三重県ＤＶ防止及び被害者保護・
支援基本計画」(平成26年３月改定)に基づき、取組を実施し
た。

（取組内容）
高校生を含む女性を中心にＤＶチェック・相談機関
案内を記載した啓発物品（ポケットティッシュ）
を配布
ポケットティッシュ：16,000個(街頭啓発・窓口設置)
各市町等へＤＶ防止ポスターを配付：ポスター1,171枚
街頭啓発活動：県内24か所
外国人ＤＶ被害者に対応する通訳者派遣：４回

健康福祉部子育て支
援課

女性に対する暴力
防止セミナーと啓
発の実施

・県民に向けた啓発セミナーとして、「女性に対する暴力防止
セミナー」を実施した。

開催日：平成28年11月12日（土）
内容：「性と性暴力

～子どもへの関わり方を実践で学ぶ～」
講師：エンパワメント・センター主宰 森田ゆり 氏
参加者：52名

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

・「女性に対する暴力をなくす運動」期間に内閣府の呼びかけ
で行われる「パープルライトアップ」を実施した。同時に県
内男女共同参画センター、市町へ呼びかけ、パネル展示など
の連動事業を行った。

開催日：平成28年11月11日（金）～20日（日）
参加者：延べ400名、連携参加市町９市町

・平成24年度に行った「デートＤＶ」に関するアンケート調査
の結果を活用し、セミナーでの啓発や高等学校等への出前講
座を実施した。

開催回数：10回

ＤＶ相談先カード
の配布

・加害者に気付かれずに相談機関を利用できるよう配慮した名
刺サイズのＤＶ相談先一覧カード（日本語含む７か国語版）
を関係機関へ配布した。

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

ＤＶ被害者のケ
ア・予防策

・男女共同参画センター「フレンテみえ」において、ＤＶ被害
者のケアや予防策として、自己尊重・自己主張トレーニング
を実施した。

自己尊重トレーニング：全５回、延べ83名
自己主張トレーニング：全５回、延べ111名

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

配偶者からの暴力
防止等連絡会議等
への出席

・「配偶者からの暴力防止等連絡会議」等に出席し、関係機関
相互の情報共有・交換を実施した。

警察本部生活安全部
人身安全対策課
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Ⅴ－Ⅱ－２ Ⅴ－Ⅱ－２

事 業 平成28年度事業実施概要 担当課

ＤＶに関する広
報・啓発

・「女性に対する暴力をなくす運動」期間中、ラジオ放送を活
用し、ストーカー・ＤＶ被害の早期相談等について広く県民
に広報したほか、交番・駐在所の広報紙を活用した相談窓口
の紹介や、関係機関と協働した主要駅、ショッピングセン
ターにおける広報啓発活動を実施した。
＜Ⅴ－Ⅱ－１の再掲＞

警察本部生活安全部
人身安全対策課

ＤＶ事案に係る加
害者への対応・被
害者保護

配偶者暴力事案を56件検挙したほか、被害者の保護対策とし
て、配偶者暴力防止法に基づく援助措置を350件実施し、被害
の未然防止・拡大防止を図った。＜Ⅴ－Ⅱ－１の再掲＞

警察本部生活安全部
人身安全対策課

県営住宅の優先募
集

・母子・父子世帯、ＤＶ被害者、高齢者世帯等の生活の安定の
ため、県営住宅の入居抽選にあたって、優先的取扱いを行っ
た。平成28年度は12戸の優先入居を行った。
＜Ⅴ－Ⅰ－３の再掲＞

県土整備部住宅政策
課

・若年男女間の暴力（いわゆるデートＤＶ）防止に向けた啓発
を行うとともに、デートＤＶに係る相談を受け対応をした。

・若年男女間の暴力（いわゆるデートＤＶ）防止のための学習
活動の充実を図るため、県教育委員会作成の人権学習指導資
料等の活用を促進するとともに、教職員の指導力向上に資す
るための資料提供を行った。

健康福祉部子育て支
援課、教育委員会事
務局生徒指導課、人
権教育課

デートＤＶの防止
に向けた啓発等
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Ⅴ－Ⅱ－３ Ⅴ－Ⅱ－３

３ セクシュアル・ハラスメント対策の推進

事 業 平成28年度事業実施概要 担当課

マタハラ、パタハ
ラのない職場づく
りの促進

・マタニティ・ハラスメント、パタニティ・ハラスメントの防
止に向け、事業主や人事・労務担当者向けの冊子および労働
者向けのリーフレットを作成し、企業や労働者へ配布した。
＜Ⅲ－Ⅰ－２の再掲＞

作成部数：冊子3,000部、リーフレット7,000枚

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

労働相談の実施 ・勤労者から寄せられるさまざまな労働問題を解決するため、
「三重県労働相談室」を設置し、専任の相談員がアドバイス
を行うとともに、専門的な相談には弁護士相談を実施した。
＜Ⅲ－Ⅰ－４の再掲＞

雇用経済部雇用対策
課

男女共同参画セン
ターでの相談

・男女共同参画センター「フレンテみえ」において、男女がと
もに自分らしく生きていく上でのさまざまな悩みについて電
話相談、面接相談を実施した。

セクシュアル・ハラスメントに関する相談件数：14件

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

人権センターでの
相談

・人権センターにおいて、セクシュアル・ハラスメントの問題
をはじめ、さまざまな人権問題についての相談に対応するた
め、相談窓口を設置し、電話や面接による相談を実施した。

環境生活部人権セン
ター

セクシュアル・ハ
ラスメントの防止

・ハラスメント（セクハラ・パワハラ）防止研修会を開催し
た。

開催日：平成28年11月22日（火）(午前・午後計２回）
場所：県庁講堂
参加者：計129名
講師：三重県男女共同参画センター「フレンテみえ」

石垣弘美 氏
対象者：新任班長・地域機関の新任課長等

・セクシュアル・ハラスメントの防止を含めた服務規律の確保
や不祥事防止について、新規採用職員研修や新任所属長研修
等での周知徹底やセクハラ・パワハラ相談窓口リーフレット
の配布を行った。

・セクハラ・パワハラ外部相談窓口を設置した。
相談方法：専門相談員が電話で対応
相談時間：月～金曜日12時～21時

土曜日 ９時～17時

総務部人事課
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Ⅴ－Ⅱ－３ Ⅴ－Ⅱ－３

事 業 平成28年度事業実施概要 担当課

セクシュアル・ハ
ラスメントの防止

・セクシュアル・ハラスメントに係る教職員の綱紀粛正および
服務規律の確保について、市町等教育委員会や県立学校長等
へ通知（３回）を行い、趣旨の徹底を図った。

・セクシュアル・ハラスメントの防止を含めた服務規律の確保
や不祥事防止について、県立校長会議や市町等教育長会議の
場で徹底するとともに、初任者研修や講師研修、教職６年次
研修・教職経験11年次研修および新任管理職研修などにおい
ても周知徹底を図った。

児童生徒・教職員
等対象の教育相談

・総合教育センターにおいて、児童生徒や教職員、保護者を対
象としたセクシュアル・ハラスメントに関する電話相談窓口
を運営した。

教育委員会事務局研
修企画・支援課

教育委員会事務局教
職員課
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Ⅴ－Ⅱ－４ Ⅴ－Ⅱ－４

４ 性犯罪、売買春、ストーカー対策等の推進

事 業 平成28年度事業実施概要 担当課

立入活動の実施 ・三重県青少年健全育成条例に基づき、立入調査員による書
店・コンビニなどへの立入調査活動を実施し、青少年健全育
成協力店の登録依頼をした。

青少年健全育成協力店登録数：1,055件
                          (平成29年３月31日現在）

健康福祉部少子化対
策課

配偶者暴力相談支
援センター事業

・女性相談所を配偶者暴力相談支援センターとして位置づけ、
関係機関と連携し、総合的な支援を実施するとともに心理判
定員や精神科医師などの専門職員による心のケアも実施し
た。＜Ⅴ－Ⅱ－２の再掲＞

相談件数：401件

健康福祉部子育て支
援課

女性相談員の配置 ・女性相談所、各福祉事務所に女性相談員を８人配置し、身近
に相談できる体制を整備した。＜Ⅴ－Ⅱ－２の再掲＞

健康福祉部子育て支
援課

警察担当職員対象
の研修

・犯罪被害者支援および安全相談を担当する警察職員を対象
に、資質向上のための研修を実施した。

実施回数：14回、受講者：317名

警察本部警務部広聴
広報課

女性被害捜査員の
配置

・警察本部および各警察署に「女性被害捜査員」を配置（配置
数133名）し、特に女性被害者に対して、被害者心情に配慮し
た捜査活動を推進した。

警察本部刑事部捜査
第一課

性犯罪の認知 ・警察本部および各警察署において、面接相談等を実施した。
性犯罪（強姦、強制わいせつ）認知件数：62件

警察本部刑事部捜査
第一課

犯罪の検挙・取締
り等

・警察本部および各警察署において、凶悪犯罪の検挙活動、あ
らゆる法令を活用した違法行為の取締り、警告等を実施し
た。

性犯罪（強姦、強制わいせつ）検挙件数：63件

警察本部刑事部捜査
第一課

ストーカー事案に
係る加害者への対
応・被害者保護

・ストーカー事案を31件検挙したほか、ストーカー規制法に基
づく警告や禁止命令を70件発出した。
また、被害者の保護対策として、同法に基づく援助措置を173
件実施し、被害の未然防止・拡大防止を図った。
＜Ⅴ－Ⅱ－１の再掲＞

警察本部生活安全部
人身安全対策課
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Ⅴ－Ⅱ－４ Ⅴ－Ⅱ－４

事 業 平成28年度事業実施概要 担当課

・「被害者の手引」を作成、配布した。※現在５か国語に対応
（日本語、英語、ポルトガル語、中国語、スペイン語）

・診断書料等について公費負担制度を活用し、被害者の経済的
負担軽減を図った。公費負担回数:40回

ストーカーに関す
る広報・啓発

・「女性に対する暴力をなくす運動」期間中、ラジオ放送を活
用し、ストーカー・ＤＶ被害の早期相談等について広く県民
に広報したほか、交番・駐在所の広報紙を活用した相談窓口
の紹介や、関係機関と協働した主要駅、ショッピングセン
ターにおける広報啓発活動を実施した。
＜Ⅴ－Ⅱ－１の再掲＞

警察本部生活安全部
人身安全対策課

街頭防犯カメラ等
の設置推進

・犯罪の抑止と検挙の観点から街頭防犯カメラを設置したほ
か、自治体等による街頭防犯カメラ等の設置促進を図った。

警察本部生活安全部
生活安全企画課

街頭防犯カメラ設置数：12基

・被害者の立場に十分配慮した相談・保護活動に努めるととも
に、ポスターの掲示やリーフレットの配布など、人身取引防
止に関する広報を実施した。

・入国管理局、女性相談所、三重県男女共同参画センター等の
関係機関と緊密かつ円滑な連携を図るため、「人身取引対策
に関する関係機関連絡会議」を開催した。

少年の福祉を害す
る性的犯罪等への
取組

・少年の福祉を害する性的犯罪等の取締りを実施するととも
に、関係機関と連携し、被害児童の保護・支援を実施した。
児童買春・児童ポルノ禁止法違反
検挙件数（人員）：23件（15名）

警察本部生活安全部
少年課

・性犯罪・性暴力被害者の心身の健康の回復を図る総合的な支
援体制（ワンストップ支援センター）として「みえ性暴力被
害者支援センターよりこ」を運営し、電話や電子メール・面
談による性犯罪等の被害者からの相談に対応した。

相談件数：328件

くらし・交通安全課

・県内短期大学や看護学校等13団体に出前講座を実施するとと
もに、広報カードを各県内高校へ配布・コンビニへのポス
ター掲示・近鉄電車ドアステッカー広告（平成28年６月１日
～６月30日）等広報活動を行った。

性犯罪・性暴力被
害者支援事業

人身取引防止に関
する取組

警察本部生活安全部
生活環境課

性犯罪被害者への
支援活動の実施

警察本部警務部広聴
広報課
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計画－１ 計画－１

１ 県の推進体制の充実と率先実行

事 業 平成28年度事業実施概要 担当課

男女共同参画推進
会議の開催

・男女共同参画に関する施策の円滑かつ効果的な推進を図るた
め、三重県男女共同参画推進会議等を開催し、事業の周知及
び連絡調整等を行った。

開催回数：推進会議１回、推進会議幹事会２回

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

女性活躍推進のた
めの特定事業主行
動計画に関する取
組

・女性職員活躍推進のための特定事業主行動計画に管理職への
女性職員登用率の目標を掲げるとともに、「女性登用の推
進」を人事異動方針の項目に掲げた。＜Ⅰ－２の再掲＞

管理職への女性職員登用率：9.4％
  本庁知事部局における管理職への女性職員登用率：9.2％

(平成28年４月時点、教員および警察職員を除く県職員)

総務部人事課

・「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」に基づ
き、女性の職業選択に資する情報の公表を行った。
＜Ⅰ－２の再掲＞

・女性特有のライフイベントと仕事の調和を図りながら、キャ
リアを進める意識および手法を体得する研修を実施した。
＜Ⅰ－２の再掲＞

開催日：平成28年９月26日（月）
参加者：23名

総務部職員研修セン
ター

・女性活躍推進の意義を理解するとともに、女性職員の活躍等
に向けて、職員がそれぞれの立場で積極的に役割を果たし、
人材育成や仕事と家庭の両立支援、女性活躍を応援する職場
風土づくりを進め、組織力が向上するよう、管理職員および
班長等の意識およびマネジメント能力の向上を図る研修を実
施した。＜Ⅰ－２の再掲＞

開催日：平成28年10月21日（金）
参加者：36名

・女性の職業生活における活躍の推進に関する法律にかかる特
定事業主行動計画に基づき、管理職に占める女性職員の割合
を高める方針を明確にし、取組の実施状況等について公表し
た。＜Ⅰ－２の再掲＞

教育委員会事務局教
職員課

・平成28年度小中学校教職員人事異動実施要領および県立学校
教職員人事異動実施要領の中に、引き続き「女性の積極的な
登用を図る」と記載するとともに、新たに教頭任用候補者選
考においては、校長推薦枠を「男女各２名以内、ただし女性
は３名まで推薦可」と明示した。＜Ⅰ－２の再掲＞

・これを受け、小中学校にあっては市町等教育委員会に、県立
学校にあっては県立学校長に、それぞれこの趣旨を伝え、管
理職選考試験への女性教職員の受験を奨励するとともに主任
等への積極的な登用を依頼した｡＜Ⅰ－２の再掲＞

新たに管理職に登用した女性の割合
小中学校：25.9％､県立学校：10.5％

管理職に占める女性の割合
小中学校：17.4％、県立学校：9.5％

平成28年度実施の管理職選考試験受験者に占める
女性の割合

小中学校：18.7％、県立学校：10.6％

計画の推進
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計画－１ 計画－１

事 業 平成28年度事業実施概要 担当課

女性活躍推進のた
めの特定事業主行
動計画に関する取
組

・女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく三
重県警察における女性職員の活躍の推進に関する特定事業主
行動計画を策定し、全女性警察官に占める警部補以上の女性
警察官の割合（おおむね15％）と男性職員の配偶者出産休暇
および育児参加休暇の取得率（それぞれ65％以上、15％以
上）を目標として掲げ、三重県警察ホームページに掲載する
とともに、「女性の職業選択に資する情報」を公表した。
＜Ⅰ－２の再掲＞

警察本部警務部警務
課

・女性警察官の勤務意欲および昇任意欲を更に向上させるとと
もに、女性職員と男性職員がともに働きやすい職場環境を構
築するため、職員の意識改革を図る目的で、警察本部におい
て「女性警察官等スキルアップ研修」を開催した。
＜Ⅰ－２の再掲＞

開催日：平成28年10月19日（水）
参加者：女性職員50名、男性職員48名（計98名)

女性職員の採用 ・三重県職員採用試験説明会等にて、仕事と家庭の両立等につ
いて経験を交えて相談に応える「女性職員相談コーナー」を
昨年度に引き続き設置したほか、三重県職員採用案内パンフ
レットに、男性の育児休業取得状況の記事を掲載し、男女と
もに働きやすい環境をアピールした。＜Ⅰ－２の再掲＞

説明会参加者数：12月開催（大阪）32名
12月開催（津） 129名
 3月開催（東京）12名
 3月開催（津） 424名

人事委員会事務局

・少人数制（１班10名程度）の職場見学や職員との懇談を内容
とする「三重県職員受験ガイダンス」を開催し、職場の雰囲
気を直接感じていただくとともに、男女が共に働きやすい職
場であることを周知した。＜Ⅰ－２の再掲＞

平成29年２月 12班開催
参加者：延べ114名

県庁におけるワー
ク・ライフ・マネ
ジメントの推進

・ワーク・マネジメントの推進、ライフ・マネジメント支援の
推進、意識・組織風土改革の推進を重点方針として、時間外
勤務の削減や年次有給休暇の取得促進等に労使協働で取り組
んだ。＜Ⅲ－１－５の再掲＞

総務部行財政改革推
進課

次世代育成のため
の特定事業主行動
計画に関する取組

・労使協働委員会男女協働小委員会において、次世代育成支
援、女性職員の活躍推進等について意見交換を行った。
＜Ⅰ－２の再掲＞

開催期間：平成28年９月～平成29年１月

総務部人事課

・次世代育成を支援する意識・風土を醸成するため、「男性の
子育て応援!研修」を開催した。＜Ⅰ－２の再掲＞

開催日：平成29年２月８日（水）
参加者：29名
講 師：濱内洋孝氏
 (ＮＰＯ法人 ファザーリング･ジャパン東海支部)
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計画－１ 計画－１

事 業 平成28年度事業実施概要 担当課

次世代育成のため
の特定事業主行動
計画に関する取組

・産育休取得者と所属長との育児参画計画書を活用した面談実
施について周知した。＜Ⅰ－２の再掲＞

総務部人事課

・仕事と育児の高度な両立を実践する職員を応援する次世代育
成の風土を醸成するため、職員のこどもが親の職場を訪問す
る「こども参観」を実施した。＜Ⅰ－２の再掲＞

開催日：平成28年８月５日（金）
参加者：114名（こども72名、保護者42名）

・産育休取得により長期で職場を離れる職員への情報共有およ
び職場を離れることへの不安軽減のため、職員として知って
おきたい情報等を掲載したメールマガジンを配信を実施し
た。
＜Ⅰ－２の再掲＞

・多様な勤務形態について、公務員制度改革や次世代育成支援
を視野に入れ、検討を行った。＜Ⅲ－Ⅰ－４の再掲＞

・平成28年７～10月にかけて、多様な働き方の取組として、時
差出勤勤務を実施した。＜Ⅲ－Ⅰ－４の再掲＞

・次世代育成支援推進委員会を開催し、第三期特定事業主行動
計画の取組状況等について議論した。＜Ⅰ－２の再掲＞

教育委員会事務局教
職員課

・子育て応援メールマガジン「ＳＴＡＲＴ」の発行による所属
職員の意識啓発や、育児休業中の職員へのメールによる各種
情報の送付（９回）を行った。＜Ⅰ－２の再掲＞

・子育て中の男性職員を対象に、「父子健康手帳」を配付し
た。＜Ⅰ－２の再掲＞

・「子育てのための休暇取得プログラム」の実施について、グ
ループウェアへの掲載を通じて周知した。＜Ⅰ－２の再掲＞

・基本研修（初任者研修等）の選択研修として、「ネットＤＥ
研修」の男女共同参画および次世代育成を支援する内容を取
り入れ、男女共同参画に対する理解を進めた。
＜Ⅰ－２の再掲＞

教育委員会事務局研
修推進課

多様な勤務形態の
検討

総務部人事課

「子育て支援アク
ションプラン」の
推進にむけた取組
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計画－１ 計画－１

事 業 平成28年度事業実施概要 担当課

・ハラスメント（セクハラ・パワハラ）防止研修会を開催し
た。＜Ⅴ－Ⅱ－３の再掲＞

開催日：平成28年11月22日（火）(午前・午後計２回）
場所：県庁講堂
参加者：計129名
講師：三重県男女共同参画センター「フレンテみえ」

石垣弘美 氏
対象者：新任班長・地域機関の新任課長等

・セクシュアル・ハラスメントの防止を含めた服務規律の確保
や不祥事防止について、新規採用職員研修や新任所属長研修
等での周知徹底やセクハラ・パワハラ相談窓口リーフレット
の配布を行った。＜Ⅴ－Ⅱ－３の再掲＞

・セクハラ・パワハラ外部相談窓口を設置した。
＜Ⅴ－Ⅱ－３の再掲＞

相談方法：専門相談員が電話で対応
相談時間：月～金曜日12時～21時

土曜日 ９時～17時

・セクシュアル・ハラスメントに係る教職員の綱紀粛正および
服務規律の確保について、市町等教育委員会や県立学校長等
へ通知（３回）を行い、趣旨の徹底を図った。
＜Ⅴ－Ⅱ－３の再掲＞

・セクシュアル・ハラスメントの防止を含めた服務規律の確保
や不祥事防止について、県立校長会議や市町等教育長会議の
場で徹底をするとともに、初任者研修や講師研修、教職６年
次研修・教職経験11年次研修および新任管理職研修などにお
いても周知徹底を図った。＜Ⅴ－Ⅱ－３の再掲＞

職員研修の実施 ・人権尊重の視点に立った行政の推進を図るため、本庁職員を
対象に、８月～９月に人権研修を実施した。

研修会参加者 2,623名

総務部人事課、環境
生活部人権課

・三重県職員人づくり基本方針に基づき、新任所属長研修等の
中でワーク・ライフ・マネジメントや子育て支援等の内容を
盛り込んだ研修を実施した。＜Ⅰ－２の再掲＞

総務部職員研修セン
ター

セクシュアル・ハ
ラスメントの防止

総務部人事課

教育委員会事務局教
職員課
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計画－２ 計画－２ 

２ 男女共同参画に関する実施計画の策定および施策評価の実施

事 業 平成28年度事業実施概要 担当課

第２次三重県男女
共同参画基本計画
（改定版）の策定

・人口減少や少子高齢化の進展等、男女共同参画を取り巻く社
会経済情勢の変化を踏まえるとともに、平成27年に成立した
「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（女性
活躍推進法）に基づく推進計画として位置づけるため、平成
23年３月に策定した「第２次三重県男女共同参画基本計画」
の改定を行った。

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

第二期実施計画に
よる進行管理

・第２次三重県男女共同参画基本計画の着実な推進を図るた
め、第２次三重県男女共同参画基本計画第二期実施計画に基
づき施策の進行管理を行った。

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

・三重県男女共同参画年次報告書を作成し、県議会へ報告し
た。

・自己評価、平成27年度事業実施概要、目標値および参考デー
タ等を掲載した。

自己評価・外部的
評価の実施

・男女共同参画に関する施策の進捗状況等について、事業マネ
ジメントシートに基づき、自己評価を実施した。

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

・三重県男女共同参画審議会による外部的評価を実施し、男女
共同参画の推進に関する提言および評価に対する取組方向の
把握等を行った。

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

年次報告書の作成
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計画－３ 計画－３ 

３ 男女共同参画に関する調査・研究、情報の収集と提供

事 業 平成28年度事業実施概要 担当課

ｅ－モニターアン
ケートなどの実施

・男女共同参画に関する県民の意識について実態を把握するた
めに、ｅ－モニターアンケートを実施した。

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

教材の提供 ・男女共同参画センター「フレンテみえ」において、啓発パネ
ル『LGBTって、なに？』を作成し、これまでに作成したパネ
ルもあわせ貸出を行った。

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

デートＤＶに関す
るアンケート報告
書の活用

・男女共同参画センター「フレンテみえ」において、平成24年
度「デートＤＶに関するアンケート調査報告書」を基にした
啓発事業を実施した。

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

男女共同参画デー
タブックの活用

・男女共同参画センター「フレンテみえ」において、開催する
講座内で、平成23年度に作成したデータブックを活用した。

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課
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計画－４ 計画－４ 

４ 男女共同参画に関する相談・苦情への対応

事 業 平成28年度事業実施概要 担当課

相談事業の実施 ・男女共同参画センター「フレンテみえ」において、各種相談
を実施した。＜計画－７の再掲＞

電話相談：2,137件
  面接相談：303件
  法律相談：122件
  男性のための電話相談：32件

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

相談員の能力向
上・相談体制の整
備

・男女共同参画センター「フレンテみえ」において、毎月１
回、相談コーディネーターから、対応困難な事例についての
問題のとらえ方や援助方法について、指導助言を受け、相談
員の能力向上と相談体制の整備を図った。
＜計画－７の再掲＞

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

・「みえ出前トーク」を実施し、県民の皆さんとのコミュニ
ケーションの機会を確保した。

・県政運営上の活用を図るため、県民の声データベースシステ
ムにより、県に寄せられた県民からの意見およびその対応結
果を職員間で情報共有するとともに、県民の皆さんとも情報
を共有するためウェブサイトで公開した。

戦略企画部広聴広報
課

広聴体制の充実
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計画－５ 計画－５

５ 市町との協働

事 業 平成28年度事業実施概要 担当課

市町事業のＰＲ ・「フレンテみえ」情報コーナーや「男女共同参画フォーラ
ム」等のイベント、ホームページ等において市町のイベント
や取組を紹介した。

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

市町担当者研修の
開催

・市町男女共同参画担当職員のうち、経験年数が１～２年目の
方を対象とした「基礎研修」、男女共同参画に取組むうえで
ぜひ理解を深めていただきたい課題をテーマとした「応用研
修」、担当課長を対象とした「課長会議」をそれぞれ開催し
た。＜Ⅰ－３の再掲＞

回数：「基礎研修」１回、「応用研修」１回
「課長会議」１回

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

出前フレンテの実
施

・市町の事業に合わせ、出前啓発事業「出前フレンテ」として
パネルプレゼンテーションを実施した。＜Ⅰ－３の再掲＞

実施回数：６回、参加者延べ：941名

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

市審議会等への参
画

・津市、伊賀市の男女共同参画審議会に委員として、鈴鹿市の
ＳＵＺＵＫＡ女性活躍推進連携会議にオブザーバーとして参
画した。＜Ⅰ－３の再掲＞

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

「ＣＩＴＹネット
男女共同参画inみ
え」への参加

・県内各市の男女共同参画担当者が一堂に会し、男女共同参画
の業務に関する課題や問題点について話し合う「ＣＩＴＹ
ネット男女共同参画ｉｎみえ」に出席し、情報提供や意見交
換を行った。＜Ⅰ－３の再掲＞

１回出席／年１回開催

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

基本計画等に関す
る情報提供

・第２次三重県男女共同参画基本計画（改定版）や女性活躍推
進法に基づく推進計画に関する情報を市町に提供した。
＜Ⅰ－３の再掲＞

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課
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計画－６ 計画－６

６ 県民、ＮＰＯ、各種団体、事業者、教育・研究機関等との連携

事 業 平成28年度事業実施概要 担当課

フレンテトーク等
の実施

・フレンテトーク等を実施した。＜Ⅱ－１の再掲＞
開催回数：112回（フレンテトーク106回、

 出前フレンテ６回）
対象：市町、団体、企業等

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

情報誌の発行・
ネットワーク化の
支援

・市民活動ボランティアニュースを発行(毎月１万部)するとと
もに、ＮＰＯ等の活動やネットワーク化の支援を行った。
＜Ⅳ－４の再掲＞

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

男女共同参画
フォーラムの開催

・男女共同参画センター「フレンテみえ」において、 ワーク
ショップ、講演会、パネル展などを開催した。
＜Ⅱ－１の再掲＞

開催日：平成28年11月６日(日）
参加人数：延べ188名

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

登録団体等のつど
いを開催

・男女共同参画センター「フレンテみえ」において、登録団体
代表者のつどい及び登録団体等のつどいを開催した。

〈登録団体代表者のつどい〉
開催日：平成28年４月９日（土）
参加団体・人数：27団体、37名

〈フレンテ交流会「フレレク！」〉
開催日：平成29年２月11日（土）
参加人数：39名

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課
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計画－７ 計画－７

７ 男女共同参画センター「フレンテみえ」の機能の充実

事 業 平成28年度事業実施概要 担当課

ホームページの充
実

・男女共同参画センター「フレンテみえ」のホームページ上で
「男女共同参画ゼミ」を実施した。

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

情報誌の発行 ・男女共同参画センター「フレンテみえ」において、情報誌
「Frente」を発行した。＜Ⅱ－１の再掲＞

年４回発行、各10,000部以上

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

ウェルカムセミ
ナーの実施

・男女共同参画センター「フレンテみえ」において、 施設見学
や講演を内容とするウェルカムセミナーを実施した。

開催回数：21回、参加者：282名

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

男女共同参画
フォーラムの開催

・男女共同参画センター「フレンテみえ」において、 ワーク
ショップ、講演会、パネル展などを開催した。
＜Ⅱ－１の再掲＞

開催日：平成28年11月６日(日）
参加人数：延べ188名

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

男女共同参画強調
月間

・男女共同参画センター「フレンテみえ」において、６月を男
女共同参画強調月間と定め、パネル展､登録団体の活動発表や
講演会、映画上映等を実施した。＜Ⅱ－１の再掲＞

〈フレンテまつり〉
開催日：平成28年６月４日（土）
参加団体：43団体、参加者：2,150名

〈IVAN講演会〉
開催日：平成28年５月１日（日）
参加者：422名

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

映画上映等の実施 ・男女共同参画を考えるメッセージを発信し、意識を啓発する
ため、「フレンテみえ」と県内４市男女共同参画センター、
22市町と連携して「三重県内男女共同参画連携映画祭2016」
を開催した。
＜Ⅱ－１の再掲＞

開催回数：22回
参加人数：7,705名

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

・三重県総合文化センターのＰＲ事業「三重そうぶんシネマス
クエア2016 for Kids」でパパグループによる絵本の読み聞か
せを実施した。
＜Ⅱ－１の再掲＞

開催日：平成28年12月４日(日）
参加者：延べ80名
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計画－７ 計画－７

事 業 平成28年度事業実施概要 担当課

男性講座の実施 ・男女共同参画センター「フレンテみえ」において、男性の地
域・家庭等への参画を啓発する講座などの「男性講座」を開
催した。＜Ⅳ－４の再掲＞

「蝶野正洋講演会」
開催日：平成28年10月16日（日）、参加者数：327名

「男性のためのコミュニケーショントレーニング」
開催日：平成28年12月10日（土）、参加者数：25名

  「『男は泣くな』はもう古い！
イケメソ男子、はじめませんか」

開催日：平成29年２月25日（土）、参加者数：22名

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

地域で活躍できる
人材育成講座

・男女共同参画センター「フレンテみえ」において、地域住民
から相談を受ける民生・児童委員を対象に、問題の背景を読
み解くジェンダーの視点を持つことを目的とした講座を開催
した。＜Ⅳ－１の再掲＞

<地域リーダー養成講座>
「男女共同参画の視点から相談支援を考える」

開催日：平成28年６月29日（水）、参加者数：38名

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

エンパワーメン
ト・スクールの開
催

・男女共同参画センター「フレンテみえ」において、女性の管
理職や意思決定の場への参画拡大をめざし、育休中の女性や
女子大学生を対象とした講座を実施した。＜Ⅱ－３の再掲＞

<フレンテみえエンパワーメントスクール>
「私の声も大事！女性のための防災講座～入門編～」

開催回数：３回、参加者数：延べ67名
「目標へ一歩ずつ！私らしく働くためのリーダー
シップ入門」
開催回数：２回、参加者数：延べ33名

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

事業での託児実施 ・男女共同参画センター「フレンテみえ」が主催する全ての事
業について託児を実施した。総合文化センターでは､一部の主
催事業で託児を実施した。＜Ⅱ－３の再掲＞

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

出前フレンテの実
施

・市町の事業に合わせ、出前啓発事業「出前フレンテ」として
パネルプレゼンテーションを実施した。＜Ⅰ－３の再掲＞

開催回数：６回、参加者延べ：941名

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

フレンテトーク等
の実施

・フレンテトーク等を実施した。＜Ⅱ－１の再掲＞
開催回数：112回（フレンテトーク106回、

 出前フレンテ６回）
対象：市町、団体、企業等

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課
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計画－７ 計画－７

事 業 平成28年度事業実施概要 担当課

登録団体等のつど
いを開催

・男女共同参画センター「フレンテみえ」において、登録団体
代表者のつどい及び登録団体等のつどいを開催した。
＜計画－６再掲＞

〈登録団体代表者のつどい〉
開催日：平成28年４月９日（土）
参加団体・人数：27団体、37人

〈フレンテ交流会「フレレク！」〉
開催日：平成29年２月11日（土）
参加人数：39人

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

情報誌の発行・
ネットワーク化の
支援

・市民活動ボランティアニュースを発行(毎月１万部)するとと
もに、ＮＰＯ等の活動やネットワーク化の支援を行った。
＜Ⅳ－４の再掲＞

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

教材の開発 ・男女共同参画センター「フレンテみえ」において、啓発パネ
ル『LGBTって、なに？』を作成し、LGBTに関しての調査研究
に向けて情報収集などを行った。

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

相談事業の実施 ・ 男女共同参画センター「フレンテみえ」において、各種相談
を実施した。

電話相談：2,137件
  面接相談：303件
  法律相談：122件
  男性のための電話相談：32件

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

女性に対する暴力
防止セミナーと啓
発の実施

・県民に向けた啓発セミナーとして、「女性に対する暴力防止
セミナー」を実施した。＜Ⅴ－Ⅱ－２の再掲＞

開催日：平成28年11月12日（土）
内容：性と性暴力

～子どもへの関わり方を実践で学ぶ～
講師：エンパワメント・センター主宰 森田ゆり氏
参加者：52名

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

・「女性に対する暴力をなくす運動」期間に内閣府の呼びかけ
で行われる「パープルライトアップ」を実施した。同時に県
内男女共同参画センター、市町へ呼びかけ、パネル展示など
の連動事業を行った。＜Ⅴ－Ⅱ－２の再掲＞

開催日：平成28年11月11日（金）～20日（日）
参加者：延べ400名、連携参加市町９市町

・平成24年度に行った「デートＤＶ」に関するアンケート調査
の結果を活用し、セミナーでの啓発や高等学校等への出前講
座を実施した。＜Ⅴ－Ⅱ－２の再掲＞

開催回数：10回
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計画－７ 計画－７

事 業 平成28年度事業実施概要 担当課

ＤＶ被害者のケ
ア・予防策

・男女共同参画センター「フレンテみえ」において、ＤＶ被害
者のケアや予防策として、自己尊重・自己主張トレーニング
を実施した。＜Ⅴ－Ⅱ－２の再掲＞

自己尊重トレーニング：全５回、延べ83名
自己主張トレーニング：全５回、延べ111名

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

相談員の能力向
上・相談体制の整
備

・ 男女共同参画センター「フレンテみえ」において、毎月１
回、相談コーディネーターから、対応困難な事例についての
問題のとらえ方や援助方法について、指導助言を受け、相談
員の能力向上と相談体制の整備を図った。

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

企画・運営サポー
ターの養成

・男女共同参画センター「フレンテみえ」では、働く女性の活
躍が求められている中、新たなニーズに応えるため、リー
ダーとして働く県内の女性で構成した「働く女性のネット
ワーク」を構築した。＜Ⅱ－３の再掲＞

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

・女性の大活躍推進三重県会議において実施する、県内の事業
所等における女性の活躍推進に向けた取組を「みえの輝く女
子プロジェクト」と命名し、企画委員会において企業目線で
の意見を伺いながら、①女性が活躍できる職場づくり支援、
②トップおよび男性の意識改革、③働く女性自身へのモチ
ベーション向上支援の３つの柱に沿った支援を行った。
＜Ⅲ－Ⅰ－１の再掲＞
①女性が活躍できる職場づくり支援
中小企業に対する女性活躍推進法に基づく事業主行動計画

の策定支援（策定件数：59件）
②トップおよび男性の意識改革
経営者や管理職等リーダー層を対象にした講演会やセミ

ナーの開催（開催件数：講演会１回、セミナー２回）
③働く女性のモチベーション向上支援
働く女性を対象にしたキャリアの継続に繋がるセミナーや

ネットワーク交流会等の開催（開催件数：シンポジウムおよ
び交流会１回、セミナーおよび交流会２回）

・女性の大活躍推進三重県会議への加入促進に取り組み、会員
数は350団体となった。（平成29年３月31日現在）
＜Ⅲ－Ⅰ－１の再掲＞

女性の大活躍推進
三重県会議の運営
を通じた県内の女
性活躍推進の機運
醸成

環境生活部ダイバー
シティ社会推進課

91



計画－８ 計画－８

８ 社会参画への支援の推進

事 業 平成28年度事業実施概要 担当課

男女共同参画サ
ポーターへの支援

・男女共同参画サポーターへ平成28年[2016]年版三重県男女共
同参画年次報告を送付するなど情報提供を行った。
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五  資   料  

 

１ 目標値                                                      

２ 参考データ                                                

３ 三重県男女共同参画審議会の開催状況 

４ 三重県男女共同参画審議会委員名簿                          

５ 県内の男女共同参画施策等に関する推進状況  

６ 県内外の主な動き 

 

 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

第２次三重県男女共同参画基本計画第二期実施計画（計画期間：平成 28 年度から

平成 32 年度）で設定している、基本施策の指標（７項目）、施策の方向の目標項目（42

項目）の推移、参考データの推移を掲載しています。 

指標については、基本計画の施策ごとに１項目を設定し、目標項目については、 

施策の方向ごとに１項目以上の目標値を設定しています。 

参考データは、男女共同参画の現状を示すものをあげています。 

なお、資料出所にある課名は、平成 29 年度の名称となっています。 
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 ４ 三重県男女共同参画審議会委員名簿

任期 平成29年３月16日～平成31年３月15日

会 長 小川 眞里子 三重大学名誉教授 1

副会長 中嶋 豊 弁護士法人決断サポート代表 2

委 員 伊藤 公則 日本労働組合総連合会三重県連合会副事務局長 1

委 員 上山 千秋 富士電機ＩＴソリューション株式会社中部事業本部三重支店支店長付 1

委 員 大仲 彰子 農村女性アドバイザー 1

委 員 大平 肇子 三重県立看護大学教授 2

委 員 小川 国彦 鈴鹿市立井田川小学校長 2

委 員 神長 唯 四日市大学総合政策学部教授 1
部会長

委 員 黒田 浩二 ＮＨＫ津放送局副局長 2

委 員 佐野 明郎 株式会社佐野テック代表取締役社長 1

委 員 杉山 直 三重短期大学法経科准教授 1

委 員 菅生 としこ 株式会社ＡＷＥＳＯＭＥ ＥＹＥ代表取締役 1

委 員 髙橋 加代子 公募委員 1

委 員 土屋 邦恵 男女共同参画みえネット 2

委 員 朴 恵淑 三重大学人文学部教授 2

委 員 松岡 孝幸 桑名市市民生活部次長兼地域コミュニティ課長 2

委 員 森 徹雄 社会福祉法人名張育成会 2
部会長

委 員 山川 一子 公募委員 2

第１部会：第２次三重県男女共同参画基本計画（改定版）の基本施策 Ⅰ・計画の推進

第２部会：第２次三重県男女共同参画基本計画（改定版）の基本施策 Ⅱ・Ⅲ

４  三重県男女共同参画審議会委員名簿

所 属
部 会氏 名 所 属
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５ 県内の男女共同参画施策等に関する推進状況

専任 兼任 総数
（人）

女性
（人）

登用率
（%）

総数
（人）

女性
（人）

登用
率

（％）

1 津 市 男女共同参画室 3 0 677 159 23.5 ○ 231 19 8.2 ○ ○ ○

2 四日 市市 男女共同参画課 3 0 506 164 32.4 ○ 196 20 10.2 ○ ○ ○

3 伊 勢 市 市民交流課 2 1 929 209 22.5 ○ 71 6 8.5 ○ ○ ○

4 松 阪 市 人権・男女共同参画課 1 4 747 247 33.1 ○ 116 13 11.2 ○ ○ ○

5 桑 名 市 地域コミュニティ課 2 2 488 155 31.8 ○ 106 23 21.7 ○ ○

6 鈴 鹿 市 男女共同参画課 5 0 618 235 38.0 ○ 235 30 12.8 ○ ○ ○

7 名 張 市 人権・男女共同参画推進室 2 1 458 142 31.0 ○ 86 19 22.1 ○ ○ ○

8 尾 鷲 市 市長公室 0 2 279 74 26.5 17 0 0.0 ○ ○

9 亀 山 市 共生社会推進室 0 1 334 91 27.2 ○ 55 7 12.7 ○ ○

10 鳥 羽 市 市民課 0 3 296 65 22.0 ○ 24 2 8.3 ○ ○

11 熊 野 市 市長公室 0 3 147 25 17.0 ○ 23 1 4.3 △
（H29.6月） ○

12 いなべ市 人権福祉課 0 2 181 41 22.7 ○ 66 6 9.1 ○ ○

13 志 摩 市 人権市民協働課 0 2 510 165 32.4 ○ 56 8 14.3 ○ ○

14 伊 賀 市 人権政策・男女共同参画課 2 1 981 272 27.7 ○ 149 42 28.2 ○ ○ ○

15 木曽 岬町 総務政策課 0 2 102 14 13.7 ○ 12 1 8.3 ○

16 東 員 町 町民課 0 1 97 22 22.7 ○ 30 1 3.3 △
（検討中）

○

17 菰 野 町 企画情報課 0 3 181 31 17.1 ○ 22 0 0.0 ○

18 朝 日 町 企画情報課 0 1 77 16 20.8 ○ 18 1 5.6 ○

19 川 越 町 企画情報課 0 2 144 42 29.2 ○ 18 1 5.6 △
（検討中）

○

20 多 気 町 健康福祉課 0 1 86 13 15.1 ○ 12 0 0.0 ○ ○

21 明 和 町 人権生活環境課 0 1 191 43 22.5 ○ 17 6 35.3 △
（検討予定）

○

22 大 台 町 企画課 0 2 320 77 24.1 ○ 25 4 16.0 ○

23 玉 城 町 総合戦略課 0 1 137 38 27.7 ○ 13 1 7.7 ○

24 度 会 町 総務課 0 1 91 23 25.3 ○ 9 0 0.0 ○

25 大 紀 町 企画調整課 0 1 89 7 7.9 ○ 20 0 0.0 ○

26 南伊 勢町 環境生活課 0 2 120 29 24.2 ○ 21 4 19.0 ○ ○

27 紀 北 町 総務課 0 1 336 61 18.2 ○ 20 0 0.0 ○

28 御 浜 町 総務課 0 1 175 37 21.1 ○ 13 1 7.7 ○

29 紀 宝 町 企画調整課 0 1 174 36 20.7 ○ 14 1 7.1 ○

番
号

担当組織

市町名

審議会等
女性委員登用状況（※１）

（※２）地方公共団体をあげて男女共同参画を推進することを目的として宣言を行っている市町
（※１）審議会等とは地方自治法第２０２条の３に基づく審議会等（附属機関）をいう

管理職（一般行政職）
の登用状況職員

審議会
等委員
女性登
用目標
設定

５ 県内の男女共同参画施策等に関する推進状況 平成29年4月1日現在

宣言
等

(※２)

基本
計画

基本
条例担当課等名

109







 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 29〔2017〕年版 

三重県男女共同参画年次報告書 
 

平成 29（2017）年９月 発行 

 

三重県環境生活部ダイバーシティ社会推進課 

〒514-8570 三重県津市広明町 13 番地 

TEL 059-224-2225  FAX 059-224-3069 


